
Ⅴ-2-4-3-3-1 代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震性について

の計算書
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1．概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，代替燃料プール冷却系熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強

度を有していることを説明するものである。 

代替燃料プール冷却系熱交換器は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

2．一般事項 

2.1 構造計画 

代替燃料プール冷却系熱交換器の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

代替燃料プール冷却

系熱交換器は側板を

2 個の脚で支持し，

架台に取付ボルトで

設置する。 

伝熱板，側板，脚

を有するプレート

式熱交換器 

締付ボルト

（単位：mm）

脚

（固定側）

側板（固定側）

伝熱板

1671 

1
325 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R2 

脚

（可動側）

取付ボルト

460 

側板（可動側）

ガイドバーサポート

ガイドバー
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2.2 評価方針 

代替燃料プール冷却系熱交換器の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 

3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 

構造計画」にて示す代替燃料プール冷却系熱交換器の部位を踏まえ「3．評価部位」にて設定す

る箇所において，「4．固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が

許容限界内に収まることを，「5．構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「6．評価結果」に示す。 

代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価フロー 

計算モデルの設定

地震時における応力

設計用地震力

理論式による固有周期の算出

代替燃料プール冷却系熱交換器の

構造強度評価
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984

（日本電気協会）

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会）

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会）

(4) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格(2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ

Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会2007年9月）（以下「設計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

ａｐ 

Ａ,F,j 

Ａb,j

Ａe,BP1,j 

Ａs,F,j 

Ａs,BPx,j 

Ａs,BPy,j 

ｂｐ

ＣＶ

ＣＨ

ｄＮ 

Ｅ,b,j

Ｅ,BP,j

Ｅ,F,j

Ｆ 

Ｆ

Ｆ,bzi,j 

Ｆ,BPx,j

Ｆ,BPy,j

Ｆ,BPz,j

Ｆ,Fgv,j

Ｆ,Fv,j 

Ｆ,Fx,j

Ｆ,Fy,j

fｔ

fｓｂ

fｔ０

fｔｓ

g 

Ｇ,BP,j 

Ｇ,F,j 

Ｈ 

Ｉ,BPx,j 

Ｉ,BPy,j

Ｉ,Fi,j 

内圧に対する側板の有効幅 

側板の断面積 

取付ボルトの断面積 

脚の有効せん断断面積 

側板の有効せん断断面積 

長手方向地震に対する脚の有効せん断断面積 

横方向振動に対する脚の有効せん断断面積 

内圧に対する側板の有効長さ 

鉛直方向設計震度 

水平方向設計震度 

側板の開口部直径 

取付ボルト材の縦弾性係数 

脚材の縦弾性係数 

側板材の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

取付ボルトの引張力 

長手方向地震により脚に作用するせん断力 

横方向地震により脚に作用するせん断力 

運転時質量による脚のせん断力 

運転時質量による側板の軸力 

鉛直方向地震による側板の軸力 

長手方向地震により重心位置に作用するせん断力 

横方向地震により重心位置に作用するせん断力 

脚の許容引張応力（ｆｔを1.5倍した値） 

せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 

（ｆｔを1.5倍した値） 

引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力（ｆｔを 1.5 倍した値） 

引張力とせん断力を同時に受ける取付ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

脚のせん断弾性係数 

側板のせん断弾性係数 

機器の重心高さ 

長手方向振動に対する脚の断面二次モーメント 

横方向振動に対する脚の断面二次モーメント 

側板の断面二次モーメント 

mm 

mm2 

mm2

mm2

mm2

mm2

mm2 

mm 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

MPa

MPa

mm 

mm4

mm4

mm4
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記  号 記  号  の  説  明 単 位 

ｋb,j 

ｋbθ,BPx,j

ｋ,Fi,j

ｋ,BPy,j 

ｋs,BPx,j 

ｋθ,bi,j

ｋθ,Bi,j 

ｋθ,BPi,j 

Ｋi

Ｋi,j

b,j

x,j 

x,BP1,j 

x,BP2,j 

y,BP1,j 

y,BP2,j 

ｍ０ 

Ｍ,Fx,j

Ｍ,Fy,j

Ｍ,Fz,j 

ｎＮ

ｎx,BP,j 

ｎy,BP1,j 

ｎy,BP2,j

Ｐ 

Ｓａ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ)

ｔ,F,j 

Ｔｉ 

Ｚ,Fx,j

Ｚ,Fy,j

Ｚ,BP2,j

Ｚe,BP1,j 

取付ボルトの締結部剛性 

長手方向振動に対する脚の曲げによる回転剛性 

側板の剛性 

横方向振動に対する脚のせん断/曲げ剛性 

長手方向振動に対する脚のせん断剛性 

取付ボルト締結部の回転剛性 

脚の剛性 

脚の回転剛性 

固定側及び可動側の並列剛性 

固定側，若しくは可動側の全体剛性 

取付ボルトの伸びに有効な長さ 

長手方向振動に対する取付ボルト締付幅 

側板中心から外側取付ボルトまでの長手方向距離 

側板中心から内側取付ボルトまでの長手方向距離 

横方向振動に対する外側取付ボルト締付幅の 1/2 

横方向振動に対する内側取付ボルト締付幅の 1/2 

機器の運転時質量 

長手方向地震による重心位置の曲げモーメント 

横方向地震による重心位置の曲げモーメント 

運転時質量により脚に作用する曲げモーメント 

側板開口部の数 

長手方向の荷重に寄与する脚片側の取付ボルト本数 

y,BP1,jの位置の取付ボルト本数 

y,BP2,jの位置の取付ボルト本数 

機器に作用する内圧 

側板の許容応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の

40 ℃における値 

側板の板厚 

機器の固有周期 

長手方向地震に対する側板の断面係数 

横方向地震に対する側板の断面係数 

長手方向地震に対する脚の総断面係数 

脚の有効断面係数 

N/mm 

N･mm/rad 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N･mm/rad 

N･mm/rad 

N･mm/rad 

N/mm 

N/mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

s 

mm3

mm3 

mm3

mm3 
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記  号 記  号  の  説  明 単 位 

βｉ 

π 

σa,BPz,j

σa,Fz,j

σab,BPx,j 

σab,BPy,j

σ,b

σ,bi,j 

σb,Fx,j 

σb,Fy,j

σb,BPx,j 

σb,BPy,j

σm

σm1,j

σm2,j

σ(m+b)

σ(m+b)x,j

σ(m+b)x1,j 

σ(m+b)x2,j

σ(m+b)y,j 

σ(m+b)y1,j 

σ(m+b)y2,j 

σp,Fi,j 

σr(m+b) 

σr(m+b)x,j 

σr(m+b)x1,j

σr(m+b)x2,j

σr(m+b)y,j 

σr(m+b)y1,j 

σr(m+b)y2,j 

σ,BP

σ,BPx,j 

σ,BPy,j

σw,BPz,j 

σw,Fz,j

τab,BPx,j

応力係数 

円周率 

鉛直方向地震による脚の曲げ応力 

鉛直方向地震による側板の応力 

鉛直方向地震と長手方向地震による脚の長手方向の組合せ応力 

鉛直方向地震と横方向地震による脚の横方向の組合せ応力 

取付ボルトの最大引張応力 

取付ボルトの引張応力 

長手方向地震による側板の曲げ応力 

横方向地震による側板の曲げ応力 

長手方向地震による脚の曲げ応力 

横方向地震による脚の曲げ応力 

側板の一次一般膜応力の最大値 

側板軸方向の一次一般膜応力 

側板水平方向の一次一般膜応力 

側板の一次応力の最大値 

長手方向地震が作用した場合の側板の一次応力 

長手方向地震が作用した場合の側板軸方向の一次応力 

長手方向地震が作用した場合の側板水平方向の一次応力 

横方向地震が作用した場合の側板の一次応力 

横方向地震が作用した場合の側板軸方向の一次応力 

横方向地震が作用した場合の側板水平方向の一次応力 

内圧による側板の応力 

側板の一次＋二次応力の変動値の最大値 

長手方向地震による側板の一次＋二次応力の変動値 

長手方向地震による側板軸方向の一次＋二次応力の変動値 

長手方向地震による側板水平方向の一次＋二次応力の変動値 

横方向地震による側板の一次＋二次応力の変動値 

横方向地震による側板軸方向の一次＋二次応力の変動値 

横方向地震による側板水平方向の一次＋二次応力の変動値 

脚の組合せ応力の最大値 

鉛直方向地震と長手方向地震による脚の組合せ応力 

鉛直方向地震と横方向地震による脚の組合せ応力 

運転時質量による脚の曲げ応力 

運転時質量による側板の応力 

鉛直方向地震と長手方向地震による脚長手方向の組合せせん断応力

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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注：添字の意味は，以下のとおりとする。 

x：長手方向，y：横方向 

i：1＝長手方向，2＝横方向 

j：1＝固定側，2＝可動側 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

τab,BPy,j 

τa,BPz,j 

τ,b

τ,bi,j

τb,BPx,j 

τb,BPy,j 

τw,BPz,j 

τ,Fx,j 

τ,Fy,j  

鉛直方向地震と横方向地震による脚横方向の組合せせん断応力 

鉛直方向地震による脚のせん断応力 

取付ボルトの最大せん断応力 

取付ボルトのせん断応力 

長手方向地震による脚のせん断応力 

横方向地震による脚のせん断応力 

運転時質量による脚のせん断応力 

長手方向地震による側板のせん断応力 

横方向地震による側板のせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
3
-3
-
1
 R
2
 



9 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度＊１ ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊１ mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊２ 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊３ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

3．評価部位 

代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

地震荷重を受け持つ主要な部材である側板，脚，取付ボルトについて実施する。代替燃料プール

冷却系熱交換器の耐震評価部位については，表 2-1 の概略構造図に示す。 

なお，側板は下部が固定されているため，地震時には側板の上部（側板と伝熱板の一体部）が

挙動することで応力が生じる。一方，伝熱板は側板と一体となって全面が挙動し，固定部分を持

たないことから，地震時に伝熱板に発生する応力は小さいと考えられ，支配的に応力が生じる側

板を評価部位とし，伝熱板は評価部位から除外する。 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
3
-3
-
1
 R
2
 



10 

4．固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

代替燃料プール冷却系熱交換器の固有周期の計算方法を以下に示す。 

4.1.1 水平方向 

(1) 代替燃料プール冷却系熱交換器の質量は，重心に集中するものとする。

(2) 代替燃料プール冷却系熱交換器は，固定側板と可動側板の並列結合により 1質点を支持

するものとし，図 4-1 に示す計算モデルとして考える。

(3) 各側板は，脚及び取付ボルト締結部の剛性からなる回転ばねと側板の剛性からなる曲げ

せん断ばねの直列結合と考える。長手方向の振動モデルを図 4-2，横方向の振動モデル

を図 4-3 に示す。

図 4-1 固有周期の計算モデル 

図 4-2 長手方向の振動モデル 

図 4-3 横方向の振動モデル 
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(4) 固有周期は次式で求める。

3
i

0
i

10Ｋ

m
・π・ 2＝Ｔ ····························································· （4.1.1.1）

i,2i,1i Ｋ＋ＫＫ＝ ········································································ （4.1.1.2）

ji,＝Ｋ  ··································································· （4.1.1.3）

ここに，添字： 21,i （1：長手方向，2：横方向） 

21,j （1：固定側，2：可動側） 

1) 側板の剛性

jFi,, ＝ｋ ······································· （4.1.1.4）

2) 脚の剛性

jBi,θ, ＝ｋ ·························································· （4.1.1.5）

a. 長手方向に対する脚の剛性

(a) 脚の回転剛性

jBP1,θ, ＝ｋ ·········································· （4.1.1.6）

イ. せん断剛性

jBPx,s, ＝ｋ ··················································· （4.1.1.7）

ロ. 曲げによる回転剛性

jBPx,bθ, ＝ｋ ······················· （4.1.1.8）
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(b) 取付ボルト締結部の回転剛性

jb1,θ, ＝ｋ ·································· （4.1.1.9）

ここに，

b. 横方向に対する脚の剛性

(a) 脚の回転剛性

＝ｋ jBP2,θ,  ······················· （4.1.1.10）

イ. 固定脚の面外剛性

BPy,1, ＝ｋ ············· （4.1.1.11）

ロ. 可動脚の面外剛性

BPy,2, ＝ｋ ········· （4.1.1.12）

(b) 取付ボルト締結部の回転剛性

jb2,θ, ＝ｋ ························· （4.1.1.13）

ここに，

c. 取付ボルト締結部の剛性

jb,
ｋ ＝ ···································································· （4.1.1.14）

4.1.2 鉛直方向 

代替燃料プール冷却系熱交換器は，伝熱板及び側板が一体に締付けられた構造で

あり，一体での挙動を示す。鉛直方向の剛性は，側板の軸方向剛性と脚及び取付ボ

ルト締結部の剛性の直列結合であることから，鉛直方向は十分な剛性を有している

とみなせるため，固有周期の計算を省略する。 
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震性

についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4-1 示す。代替燃料プール冷却系熱交換器の固有周期は 0.05 秒以

下であることから，剛構造である。 

 

表 4-1 固有周期（s） 

水平方向 
鉛直方向 

長手方向 横方向 

－＊ 

注記 ＊：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 

 

5．構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計算方法は既往研究「ＢＷＲプラントへのプレート式熱交換器適用化に関する研究」（引用

文献(1)）に準拠する。 

(2) 代替燃料プール冷却系熱交換器の質量は，重心に集中するものとする。 

(3) 地震力は，代替燃料プール冷却系熱交換器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するも

のとする。 

(4) 代替燃料プール冷却系熱交換器は 2 個の脚で支持され，脚は 1 個につき取付ボルトが 2 列

以上になっている。このため，脚は固定支持として扱う。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

代替燃料プール冷却系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 5-1 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

代替燃料プール冷却系熱交換器の許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

に基づき表 5-2，表 5-3 のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

代替燃料プール冷却系熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 5-4 に示す。
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表 5-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊１ 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

核燃料物質

の取扱施設

及び 

貯蔵施設 

使用済燃料

貯蔵槽冷却

浄化設備 

代替燃料プール冷却系熱交換器 
常設耐震 

／防止 

重大事故等 

クラス２容器＊２ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊３ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる）

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R2 
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表5-2 許容応力（重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

許容応力状態 

許容限界＊１ 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 

一次＋ 

二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析＊２を行い，疲労累積係数

が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が

2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析＊２は不要 ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる） 

注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替え

る。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

 

  

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R2 
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表 5-3 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許容限界＊１，＊２ 

（脚） 

許容限界＊１，＊２ 

（取付ボルト） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 組合せ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min[1.4・ƒtｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許

容限界を用いる） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊ ＊ ＊

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R2 
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表 5-4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa)

側 板 SGV410 最高使用温度 80 206 375 ― 

脚 周囲環境温度 201 373 ― 

取 付 ボ ル ト 周囲環境温度 673 759 ― 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R2 



18 

5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5-5 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づく。 

表 5-5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

常設耐震／防止
EL. 29.00＊１ 

－＊２ 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく計算は省略する。。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 部材力の算定 

 

(1) 運転時質量による軸力 

2

･m
＝Ｆ 0
jFgv,,

g
  ····································································· （5.4.1.1.1） 

添字： 21,j  （1：固定側，2：可動側） 

 

(2) 鉛直方向地震力 

2

･Ｃ･m
＝Ｆ v0
jFv,,

g
 ····································································· （5.4.1.1.2） 

 

(3) 長手方向地震力 

1) 側板のせん断力 

a. 固定側 

Fx,1, ＝Ｆ   ·················································· （5.4.1.1.3） 

 

b. 可動側 

Fx,2, ＝Ｆ   ················································ （5.4.1.1.4） 

 
2) 側板の曲げモーメント 

＝Ｍ jFx,,  ···························································· （5.4.1.1.5） 

 

(4) 横方向地震力 

1) 側板のせん断力 

a. 固定側 

Fy,1, ＝Ｆ   ·················································· （5.4.1.1.6） 

 

b. 可動側 

Fy,2, ＝Ｆ  ················································· （5.4.1.1.7） 
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2) 側板の曲げモーメント 

＝Ｍ jFy,,   ···························································· （5.4.1.1.8） 

 

 

5.4.1.2 側板の計算方法 

(1) 内圧による応力 

jFi,p, ＝σ   ······················· （5.4.1.2.1） 

 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

jF,,

jFgv,,
jFz,w,

Ａ

Ｆ
＝σ   ··································································· （5.4.1.2.2） 

jF,,

jFv,,
jFz,a,

Ａ

Ｆ
＝σ   ··································································· （5.4.1.2.3） 

(3) 長手方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

jFx,,

jFx,,

jFx,b,
Ｚ

Ｍ
＝σ   ·································································· （5.4.1.2.4） 

b. せん断応力 

jF,s,

jFx,,
jFx,,

Ａ

Ｆ
＝τ   ···································································· （5.4.1.2.5） 

(4) 横方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

jFy,,

jFy,,
jFy,b,

Ｚ

Ｍ
＝σ   ·································································· （5.4.1.2.6） 

b. せん断応力 

jF,s,

jFy,,
jFy,,

Ａ

Ｆ
＝τ   ···································································· （5.4.1.2.7） 
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(5) 組合せ応力 

a. 一次一般膜応力 

)σ,σ＝Max(σ
j,m2j,m1m   ······················································· （5.4.1.2.8） 

j1,m ＝σ  ··············································· （5.4.1.2.9） 

j2,m ＝σ  ·································································· （5.4.1.2.10） 

 

b. 一次応力 

(a) 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jb)x,(m ＝σ （5.4.1.2.11） 

j1,b)x(m ＝σ  ·························· （5.4.1.2.12） 

jb)x2,(m ＝σ  ·························································· （5.4.1.2.13） 

 

(b) 横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jy,b)(m ＝σ  

 ·········· （5.4.1.2.14） 

jb)y1,(m ＝σ   ·························· （5.4.1.2.15） 

jb)y2,(m ＝σ  ·························································· （5.4.1.2.16） 

 

(c) 一次応力の最大値 

)σ,σ＝Max(σ jb)y,(mjb)x,(mb)(m   ······································ （5.4.1.2.17） 
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c. 地震力のみによる一次＋二次応力の変動値 

(a) 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jb)x,r(m ＝σ ···················· （5.4.1.2.18） 

jb)x1,r(m ＝σ   ············································· （5.4.1.2.19） 

＝σ jb)x2,r(m   ······························································ （5.4.1.2.20） 

 

(b) 横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jb)y,r(m ＝σ   ····················· （5.4.1.2.21） 

jb)y1,r(m ＝σ   ·············································· （5.4.1.2.22） 

＝σ jb)y2,r(m  ······························································· （5.4.1.2.23） 

 

(c) 一次＋二次応力の変動値の最大値 

)σ,σ＝Max(σ jb)y,r(mj,b)xr(mb)r(m   ·································· （5.4.1.2.24） 
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5.4.1.3 脚の計算方法 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

a. 曲げモーメント 

jFz,, ＝Ｍ ············································· （5.4.1.3.1） 

jBPz,, ＝Ｆ  ··········································· （5.4.1.3.2） 

ただし

 

b. 運転時質量により脚に作用する応力 

(a) 曲げ応力 

jBP1,,e

jFz,,
jBPz,w,

Ｚ

Ｍ
＝σ   ··························································· （5.4.1.3.3） 

 

(b) せん断応力 

jBP1,,e

jBPz,,
jBPz,w,

Ａ

Ｆ
＝τ   ·························································· （5.4.1.3.4） 

 

c. 鉛直方向地震により脚に作用する応力 

(a) 曲げ応力 

jBP1,,e

jFz,,
vjBPz,a,
Ｚ

Ｍ
･Ｃ＝σ   ····················································· （5.4.1.3.5） 

 

(b) せん断応力 

jBP1,,e

jBPz,,
vjBPz,a,
Ａ

Ｆ
･＝Ｃτ   ····················································· （5.4.1.3.6） 

 

(2) 長手方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

jBP2,,

jFx,,
jBPx,b,

Ｚ

Ｍ
＝σ   ······························································· （5.4.1.3.7） 

 

b. せん断応力 

 

jBPx,,s

jBPx,,
jBPx,b,

Ａ

Ｆ
＝τ   ····························································· （5.4.1.3.8） 

jBPx,, ＝Ｆ   ···················································· （5.4.1.3.9） 
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(3) 横方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

＝σ jBPy,b,   ················ （5.4.1.3.10） 

ただし，

jBPy,, ＝Ｆ ··················· （5.4.1.3.11） 

 

b. せん断応力 

＝τ jBPy,b,    ··············· （5.4.1.3.12） 

ただし

 

(4) 組合せ応力 

a. 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jBPx,, ＝σ   ········································· （5.4.1.3.13） 

jBPx,ab, ＝σ   ·································· （5.4.1.3.14） 

jBPx,ab, ＝τ   ·································· （5.4.1.3.15） 

 

b. 横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jBPy,, ＝σ   ········································· （5.4.1.3.16） 

jBPy,ab, ＝σ   ·································· （5.4.1.3.17） 

jBPy,ab, ＝τ   ·································· （5.4.1.3.18） 

 

c. 組合せ応力の最大値 

)σ,σ＝Max(σ jBPy,,jBPx,,BP,   ·············································· （5.4.1.3.19） 
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5.4.1.4 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，運転時質量による軸力と水平方向（長手方向，横方向）及び鉛直

方向地震の組合せによる引張力，水平方向地震によるせん断力に基づき計算する。 

 

(1) 取付ボルトの引張応力 

 

a. 取付ボルトに作用する引張力 

jbzi,, ＝Ｆ  ··············· （5.4.1.4.1） 

ただし

ここに，添字i：x＝長手方向，y＝横方向，j：1＝固定側，2＝可動側 
 

 

図 5-1 脚部に作用する外荷重と取付ボルトの引張力の関係 
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b. 鉛直方向地震及び水平方向地震による引張応力 

 

jbi,, ＝σ   ························································· （5.4.1.4.2） 

ただし，

 

(2) 取付ボルトのせん断応力 

jbi,, ＝τ   ····················································· （5.4.1.4.3） 

 

(3) 最大応力 

a. 引張応力 

)σ,＝Max(σσ jby,,jbx,,b,   ·················································· （5.4.1.4.4） 

 

b. せん断応力 

)τ,＝Max(ττ jby,,jbx,,b,   ················································  （5.4.1.4.5） 
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 側板の応力評価 

5.4.1.2 項で求めた側板の組合せ応力σ（ｍ＋ｂ）は許容応力Ｓａ以下であること。 

 

 許 容 応 力 Ｓａ 

応力の種類 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組

合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ（オーステナイト

系ステンレス鋼）及びＨＮＡ（高

ニッケル合金）については上記値

と1.2・Ｓとの大きい方 

0.6・Ｓｕ 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次＋二次応力 
地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が2・Ｓｙ以下であれば，疲

労解析は不要 

 

 

5.6.2 脚の応力評価 

5.4.1.3 項で求めた脚の組合せ応力σ，ＢＰは許容引張応力 fｔ以下であること。 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ 
   ・1.5

1.5

Ｆ

 
  ・1.5

1.5

Ｆ
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5.6.3 取付ボルトの応力評価 

5.4.1.4 項で求めた取付ボルトの引張応力σ,ｂは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ以下であ

ること。ただし，fｔ０は下表による。 

 

fｔｓ＝ Min[1.4・fｔ０－ 1.6・τ,ｂ， fｔ０]                        （5.6.3.1） 

 

せん断応力τ,ｂはせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であること。

ただし，fｓｂは下表による。 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ０ 
   ・1.5

2

Ｆ

 
   ・1.5

2

Ｆ

 

許 容 せ ん 断 応 力

fｓｂ 
   ・1.5

31.5・

Ｆ 

 

   ・1.5
31.5・

Ｆ 

 

 

 

6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

代替燃料プール冷却系熱交換器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容応力を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有するこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 
 

＊ 

＊ 
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【代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震性についての計算結果】

 1　重大事故等対処設備

   1.1　設計条件

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：鉛直方向は十分な剛構造を有しているため，固有周期の計算は省略する。

   1.2　機器要目

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R1

Ｆ（取付ボルト)
(MPa)

＊２ ＊2
＊２ ＊２

x,2

(mm)

Ｚ,BP2,2

(mm3)

Ｓy（取付ボルト)

(MPa)

Ｓu（取付ボルト)

(MPa)

Ｓy（側板）

(MPa)

Ｓu（側板）

(MPa)

Ｓy（脚）

(MPa)

Ｓu（脚）

(MPa)
Ｆ（脚）
(MPa)

Ｆ（脚）
(MPa)

Ｆ（取付ボルト)
(MPa)

y,BP1,2

(mm)

Ｚe,BP1,1

(mm3)

Ｚe,BP1,2

(mm3)

y,BP1,1

(mm)

m0
(kg)

Ｈ
(mm)

Ｅ,F,1

(MPa)

ＡS,BPx,1

(mm2)

Ｉ,BPx,2

(mm4)
ｎx,BP,1 ｎx,BP,2 ｎy,BP1,2

Ｉ,BPy,1

(mm4)

Ｉ,BPy,2

(mm4)

ｎy,BP1,1

ＡS,BPy,1

(mm2)

EL. 29.00＊１

ａp

(mm)

ｂp

(mm)

Ｅ,F,2

(MPa)

Ｇ,F,1

(MPa)

t,F,2
(mm)

　－＊２

機　　器　　名　　称

代替燃料プール冷却系熱交換器 常設耐震／防止

設備分類
据付場所及び床面高さ

(m)
水平方向 鉛直方向

固有周期
(s)

ＡS,BPx,2

(mm2)

Ｉ,BPx,1

(mm4)

最高使用温度
(℃)

80

水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

― 0.98

ｎy,BP2,2

ＡS,F,2

(mm2)

Ｅ,BP,2

(MPa)

Ｅ,BP,1

(MPa)
ｎy,BP2,1

Ａb,2

(mm2)

周囲環境温度
(℃)水平方向

設計震度
鉛直方向
設計震度

基準地震動Ｓｓ
最高使用圧力

(MPa)

Ｇ,F,2

(MPa)

Ａ,F,1

(mm2)

Ｉ,F1,1

(mm4)

Ａ,F,2

(mm2)

ＡS,F,1

(mm2)

8

Ｉ,F2,1

(mm4)

Ｉ,F1,2

(mm4)

Ｉ,F2,2

(mm4)

Ｇ,BP,2

(MPa)

Ａb,1

(mm2)

Ｇ,BP,1

(MPa)
β1 β2

b,2

(mm)

2
9

t,F,1
(mm)

y,BP2,2

(mm)

y,BP2,1

(mm)

ｄN

(mm)

Ｚ,Fy,1

(mm3)

＊１ ＊１ ＊２ ＊２

x,BP2,1

(mm)

Ｅ,b,2

(MPa)

Ｚ,Fy,2

(mm3)

b,1

(mm)

x,BP1,2

(mm)

x,BP1,1

(mm)

x,1

(mm)

Ａe,BP1,1

(mm2)

Ａe,BP1,2

(mm2)

Ｚ,BP2,1

(mm3)

x,BP2,2

(mm)

ＡS,BPy,2

(mm2)

Ｅ,b,1

(MPa)

ｎN

Ｚ,Fx,1

(mm3)

Ｚ,Fx,2

(mm3)

＊＊



1.3　計算数値

　1.3.1　側板に生じる応力

（1） 一次一般膜応力

a.　固定側

b.　可動側

－ －

－

－

－ －

（2） 一次応力

a.　固定側

－ － － －

－ － －

－ － －

－ － － － －

－ － ＝ ＝

－ － ＝ ＝

b.　可動側

－ － －

－ － －

－ － －

－ － － －

－ － ＝ ＝

－ － ＝ ＝

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R1

（単位：MPa）

－

－

－

基準地震動Ｓｓ

横方向応力

（単位：MPa）

（単位：MPa）

－

（単位：MPa）

軸方向応力 横方向応力 軸方向応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

横方向応力

地震の種類

水平方向地震による応力
曲 げ

せ ん 断

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

水平方向地震による応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

軸方向応力 横方向応力

組 合 せ 応 力

曲 げ

せ ん 断

地震の種類

地震の方向

組 合 せ 応 力

横方向応力

長手方向

横方向応力 軸方向応力

地震の種類

応力の方向

内 圧 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

長手方向

地震の種類

22

軸方向応力

横方向応力

組 合 せ 応 力

応力の方向

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

基準地震動Ｓｓ

軸方向応力 横方向応力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

内 圧 に よ る 応 力

内 圧 に よ る 応 力

鉛 直方 向地 震に よる応力

応力の方向 軸方向応力 横方向応力 軸方向応力

鉛 直方 向地 震に よる応力

組 合 せ 応 力

軸方向応力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

－

基準地震動Ｓｓ

横方向

軸方向応力

応力の方向

地震の方向

横方向応力

基準地震動Ｓｓ

軸方向応力 軸方向応力

横方向応力

横方向

横方向応力

内 圧 に よ る 応 力

3
0



（3） 地震動のみによる一次＋二次応力の変動値

a.　固定側

－ － － －

－ － － － ＝

－ － ＝ ＝

－ － ＝ ＝

b.　可動側

－ － － －

－ － － － －

－ － ＝ ＝

－ － ＝ ＝

　1.3.2　脚に生じる応力

a.　固定側

－

－

－

－

－

－

－

b.　可動側

－

－

－

－

－

－

－ －

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

軸方向応力 横方向応力 軸方向応力 横方向応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

横方向応力

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R1

地震の方向

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

地震の種類

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

応力の方向

組 合 せ 応 力

水平方向地震による応力
曲 げ

せ ん 断

応力の方向

地震の種類

地震の方向

横方向

基準地震動Ｓｓ

横方向

横方向

軸方向応力

長手方向 横方向

軸方向応力 横方向応力 軸方向応力

水平方向地震による応力
曲 げ

せ ん 断

横方向応力軸方向応力

長手方向

軸方向応力

運転時質量による応力

鉛直方向地震による応力
曲 げ

曲 げ

せ ん 断

組 合 せ 応 力

せ ん 断

水平方向地震による応力
曲 げ

組 合 せ 応 力

応力の方向

地震の種類

運転時質量による応力

組 合 せ 応 力

せ ん 断

曲 げ

曲 げ
鉛直方向地震による応力

せ ん 断

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

水平方向地震による応力
せ ん 断

曲 げ

せ ん 断

応力の方向

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

地震の種類

軸方向応力

（単位：MPa）

横方向応力

長手方向

基準地震動Ｓｓ

長手方向

（単位：MPa）

（単位：MPa）

基準地震動Ｓｓ

横方向

横方向応力

横方向応力

（単位：MPa）

3
1

基準地震動Ｓｓ

長手方向



　1.3.3　取付ボルトに生じる応力

a.固定側

b.可動側

1.4　結論

　1.4.1　固有周期

＝

＝

＝

注　＊：固有周期は十分小さく計算は省略する。

代替燃料プール冷却系熱交換器の固有周期は0.05 秒以下であることから，剛構造である。

　1.4.2　応　　力

－ ＝

－

－

－

－

－ ＝

注記 ＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τ,b，  ｔｏ]より算出

すべて許容応力以下である。

7.　引用文献

引用文献を以下に示す。

(1) 大山　ほか，ＢＷＲプラントへのプレート式熱交換器適用化に関する研究，火力原子力発電，第576号，Vol. 55, No.9，2004年，pp.962-969.

(2) チモシェンコ・ヴォアノフスキークリーガー共著,板とシェルの理論＜上＞（長谷川　節訳）,ブレイン図書出版,1994年5月

(3) Warren C. Young, Richard G. Budynas: Roark’s Formulas for Stress and Strain, 7
th Edition, 2002, McGraw-Hill, pp.194-196.

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

－

－

長手方向 横方向

－

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R1E

（単位：MPa）

（単位：MPa）

鉛直方向地震及び水平
方 向 地 震 に よ る 応 力

引 張 り

地震の種類

応力の方向 横方向

基準地震動Ｓｓ

長手方向

鉛直方向地震及び水平
方 向 地 震 に よ る 応 力

引 張 り

方　　　向

応力の方向

地震の種類

水平方向地震による応力 せ ん 断

長手方向 横方向

基準地震動Ｓｓ

（単位：s）

－

せ ん 断

固 有 周 期

水平方向地震による応力

SGV410

－

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

算出応力 許容応力

脚

取付ボルト

横 方 向

長 手 方 向 Ｔ1

Ｔ2

部　　　材

組　合　せ

引　張　り

せ　ん　断

応　　　力

一次一般膜

一　　　次

一次＋二次

材　　　料

側　　　板

－＊

＊

許容応力

基準地震動Ｓｓ

算出応力

3
2

（単位：MPa）

鉛 直 方 向 Ｔ3
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度

及び機能維持の設計方針に基づき，代替燃料プール冷却系ポンプが設計用地震力に対し

て十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

代替燃料プール冷却系ポンプは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事

故防止設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機

能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-4 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の

基本方針」に基づき評価を行う。 

 

2.1 構造計画 

代替燃料プール冷却系ポンプの構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベー

スに固定され，ポン

プベースは基礎ボル

トで基礎に据え付け

る。 

ターボ形横軸ポン

プ 

 

 

 

基礎ボルト 

ポンプベース 

ポンプ ポンプ取付ボルト 原動機 

原動機取付ボルト 

1080 

8
5
0

（単位：mm） 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

代替燃料プール冷却系ポンプの構造は横軸ポンプであるため，構造強度評価は，添

付書類「Ⅴ-2-1-13-4 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

代替燃料プール冷却系ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 3-1 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

代替燃料プール冷却系ポンプの許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針」に基づき表 3-2 のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

代替燃料プール冷却系ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 3-3 に示す。 
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表 3-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質

の取扱施設

及び貯蔵施

設 

使用済燃料

貯蔵槽冷却

浄化設備 

代替燃料プール冷却系 

ポンプ 
常設耐震／防止

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1
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表 3-2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。）

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊
 

＊
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表 3-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa） 

基礎ボルト 周囲環境温度 － 171 441 205 

ポンプ取付ボルト 周囲環境温度 － 673 759 － 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 － 673 759 － 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

代替燃料プール冷却系ポンプの地震時の動的機能維持評価について，以下に示す。 

代替燃料プール冷却系ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動

特性であるため，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適

用する。機能確認済加速度を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 機能確認済加速度        （×9.8 m/s2）   

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形単段遠心式 

ポンプ 

水平 1.4 

鉛直 1.0 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

代替燃料プール冷却系ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【代替燃料プール冷却系ポンプの耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ（m） 

固有周期（s） 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動

による震度

最高使用 
温度 
（℃） 

周囲環境 
温度 
（℃） 

水平方向 鉛直方向
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

代替燃料プール 

冷却系ポンプ 
常設耐震／防止 

EL.29.00＊1 
－＊2 －＊2 － － ＣH＝1.55 ＣV＝1.17 － 

 

 

1.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ  

（kg） 

ｈｉ  

（mm） 
1ｉ

＊1 

（mm） 

2ｉ
＊1 

（mm） 

Ａ
ｂｉ  

（mm2） 
ｎｉ 

ｎｆｉ
＊1 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

706.9 
（M30） 

6 － 
2 

3 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

452.4 
（M24） 

4 － 
2 

2 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

201.1 
（M16） 

4 － 
2 

2 

 

部     材 
Ｓ

ｙｉ 

 （MPa） 

Ｓ
ｕｉ  

（MPa） 

Ｆi 

（MPa） 

Ｆi 

（MPa） 

転倒方向 ＭＰ（N・mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
171＊2 441＊2 － 230 － 軸直角 － － 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
673＊2 759＊2 － 531 － 軸 － － 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
673＊2 759＊2 － 531 － 軸直角 － 

 
                  注記  ＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は 

軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
                     ＊2：周囲環境温度で算出 
 

予想最大両振幅 

（μm） 

回転速度 

（min-1） 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           （単位：N） 

部      材 

Ｆbｉ Ｑbｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ 6.648×103 － 2.779×104 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ 1.601×104 － 9.320×103 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

－ 2.122×103 － 5.351×103 

 
1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                            （単位：MPa） 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － －  

せん断 － － 

ポンプ取付ボルト 
引張り － －  

せん断 － － 

原動機取付ボルト 
引張り － －  

せん断 － － 

すべて許容応力以下である。                 注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出 

 

1.4.2 動的機能の評価結果                      （×9.8 m/s2） 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 1.29 1.4 

鉛直方向 0.98 1.0 

原動機 

水平方向 1.29 4.7 

鉛直方向 0.98 1.0 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。
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転倒方向 
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Ⅴ-2-4-3-3-3 管の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ⅴ-2-1-12-1 配管及び

支持構造物の耐震計算について」及び「Ⅴ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作

成の基本方針」に基づき，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強

度又は動的機能を有していることを説明するものである。 

評価結果記載方法は以下に示すとおりである。 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解

析モデル単位に記載する。また，全５モデルのうち，各応力区分における最大応力評

価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条

件及び評価結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を 4.2.4

に記載する。 

(2) 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の

評価結果を代表として記載する。 

(3) 弁 

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代

表として評価結果を記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

 

概略系統図記号凡例 

 

記  号 内    容 

  

 （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

  

（太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

  

 （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算

書記載範囲の管 

  

 （破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって系統の概略を示すために表記する

管 

  

 鳥瞰図番号 

（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する範囲） 

  

 鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

  

アンカ 

  

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

 

クラス１管  

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管  

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 
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代替燃料プール冷却系概略系統図
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冷
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系

へ
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留

熱
除

去
系

海
水

系
へ

 

DB2/SA2SA2 DB2/SA2 SA2 SA2 SA2 

AFPC-2 AFPC-1 

MO 

MO 

MO

AFPC-3FPC-10 FPC-6

代替燃料プール 

冷却系ポンプ 
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2.2 鳥瞰図 

 

鳥瞰図記号凡例 

 

記   号 内    容 

  

（太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「（SA）」,設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾

を「（DB）」とする。) 

  

（細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計

算書記載範囲の管 

  

（破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって解析モデルの概略を示すために

表記する管 

  

○ 節   点 

◎ 質   点 

  

 
ア ン カ 

  

 

レストレイント 

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向

成分を示す。スナッバについても同様とする。） 

  

 
スナッバ 

 
ハンガ 

  

 

拘束点の地震による相対変位量（mm） 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，   内

に変位量を記載する。） 

 

注： 鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 

  



5
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-3 R1 

鳥瞰図 AFPC-3（ＳＡ） 



6
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-3 R1 

3. 計算条件

3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類＊1
設備分類＊2 

機器等 

の区分 

耐震設計上の 

重要度分類 
荷重の組合せ＊3,4

許容応力

状態＊5 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

使用済燃料貯蔵槽

冷却浄化設備 

代替燃料プール

冷却系 
ＳＡ 常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス２管
－ ＶＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ 

注記 ＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故

防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3： 運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態

を示す。 

＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

＊5： 許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 



 

 

7
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-3 R1 

3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥 瞰 図 AFPC-3 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震設計上の 

重要度分類 

縦弾性係数

(MPa) 

1 
1001,501,  2,  3,  5,502 

 211 
0.98 80 114.3 6.0 STPT410 － 

2 

 212,311,901,312,801,  6 

   8,802,600,803,  9, 11 

 601,804, 12, 14,602,321 

 902 

0.98 80 165.2 7.1 STPT410 － 

3 

902,322,805,603,806, 15 

 17, 18, 20, 22, 24,807 

 25, 27,604,808, 28,605 

 30,809, 31, 33,606, 34 

 36,810, 37, 39,811, 40 

 42,607,812 

1.38 80 165.2 7.1 STPT410 － 
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フランジ部の質量 

 

鳥 瞰 図 AFPC-3 

質量  対応する評価点 

501 

502 
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弁部の寸法 

 

鳥 瞰 図 AFPC-3 
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弁部の質量 

 

鳥 瞰 図 AFPC-3 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

901 902 

952 
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支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥 瞰 図 AFPC-3 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

 1001  

** 801 **

   

** 801 **

   

 802  

 803  

 804  

 805  

** 806 **

   

 807  

** 808 **

   

 809  

 810  

 811  

 812  

** 印は 斜め拘束を示す。 また，下段は方向余弦を示す。 
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 80 － 225 406 － 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下

表に示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき策定したものを用いる。また，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解

析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 減衰定数(％)

AFPC-3 
EL. 34.700 m 

EL. 29.000 m 
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4. 解析結果及び評価 

4.1 固有周期及び設計震度 

 

鳥 瞰 図 AFPC-3 

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 
応答鉛直 

震度 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

動的震度 
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各モードに対応する刺激係数 

 

鳥 瞰 図 AFPC-3 

モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 
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代表的振動モード図 

 

振動モード図は，3 次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線

で図示し，次ページ以降に示す。 
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鳥瞰図 AFPC-3 



1
8
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-3 R1 

鳥瞰図 AFPC-3 
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鳥瞰図 AFPC-3 鳥瞰図 AFPC-3 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 
許容応力 

状態 

最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

計算応力 

Ｓｐｒｍ(Ｓｓ) 

許容応力 

0.9Ｓｕ 

計算応力 

Ｓｎ(Ｓｓ) 

許容応力 

2Ｓｙ 

疲労累積係数

ＵＳｓ 

AFPC-3 ⅤＡＳ 15 Ｓｐｒｍ(Ｓｓ) 77 365 － － －

AFPC-3 ⅤＡＳ 15 Ｓｎ(Ｓｓ) － － 127 450 － 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果(荷重評価) 

支持構造物番号 種類 型式 材質 
温度 

（℃） 

評価結果 

計算荷重 

(kN) 

許容荷重 

(kN) 

SNO-AFPC-1-001 オイルスナッバ SN-1 
添付書類「Ⅴ-2-1-12-1 

配管及び支持構造物の

耐震計算について」参

照 

6 15 

RO-AFPC-1-003 ロッドレストレイント RTS-3 26 54 

SH-AFPC-1-001 スプリングハンガ VSA-9 3.3 4.15

支持構造物評価結果(応力評価) 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力(kN) モーメント(kN･m)
応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa)

許容 

応力 

(MPa)
ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

RE-AFPC-1-002 レストレイント U ボルト SS400 80 9.5 15 ― ― ― ― 組合せ 64 277 

AN-AFPC-1-001 アンカ ラグ STPT410 80 24 15 12.4 4.2 6.6 13.4 組合せ 48 155 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

 

弁番号 型式 要求機能

応答加速度 

(×9.8 m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 
構造強度評価結果(MPa)

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

－ － － － － － － － － 
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲）

No 配管モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評価点 
計算応力

[MPa] 

許容応力

[MPa] 
裕度 代表 評価点 

計算応力 

[MPa] 

許容応力 

[MPa] 
裕度 代表 評価点

疲労累積

係数 
代表

1 FPC-6 577A 17 365 21.47 － 577A 13 450 34.61 － － － － 

2 AFPC-1 807 63 365 5.79 － 807 110 450 4.09 － － － － 

3 AFPC-2 1002 18 365 20.27 － 1002 13 450 34.61 － － － － 

4 AFPC-3 15 77 365 4.74 ○ 15 127 450 3.54 ○ － － － 

5 FPC-10 210 42 365 8.69 － 210 61 450 7.37 － － － － 
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1. 使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）

1.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）が設計用地震力に対

して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）は，重大事故等対処設備においては常設重大事

故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造

強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

1.2 一般事項 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンション

の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。

1.2.1 構造計画 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）の構造計画を表 1-1 に示す。 
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表 1-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

監視カメラは，カメ

ラ取付ボルトによりカ

メラ取付治具に固定さ

れ，カメラ取付治具

は，溶接により監視カ

メラスタンションに固

定される。 

監視カメラスタンシ

ョンは，壁に基礎ボル

トで設置する。

監視カメラ 

2
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カメラ取付ボルト

上面
側面

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

監視カメラ

監視カメラスタンション

壁

壁

カメラ取付治具

（単位：mm）

250

2063

250
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1.3 固有周期 

1.3.1 固有周期の算出方法 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）は，図 1-1 に示す壁面固定の１質点系振

動モデルとして考える。 

(2) 監視カメラスタンションは，鋼材で原子炉建屋壁面に固定されているため，計算モデ

ルでは，監視カメラスタンションは直線とみなし，支持点（監視カメラスタンション基

礎部）１点で固定されるものとする。 

(3) 監視カメラ及び監視カメラスタンションの質量は，質点に集中するものとし，質点は

監視カメラ設置位置に設定する。 

(4) 図 1-1 中の  は検出器及び監視カメラスタンションの質点， は監視カメラスタン

ションの支持点，  は監視カメラスタンションを示す。 

1.3.1.1 水平方向（Ｘ方向，Ｚ方向） 

(1) Ｘ方向に対する固有周期は次式で求める。

Ｔ＝2・π    ・ ＋ 

(2) Ｚ方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。

1.3.1.2 鉛直方向（Ｙ方向） 

Ｙ方向に対する固有周期を 1.3.1.1.1 式で求める。 

図 1-1 固有周期の計算モデル 

ｈ２
３ｍ

3・Ｅ・Ｉ 

ｈ２ 

Ａs・Ｇ 1000 
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・・・（1.3.1.1.1）

Ｙ

Ｚ

Ｘ

ｈ２

ｍ

質点

支持点
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1.3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 1-2 に示す。 

 

表 1-2 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

監視カメラ及び監視カメラスタンションの質量 ｍ kg 

取付面から重心までの距離（壁掛形） ｈ２ mm 

監視カメラスタンション材質 － － 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

最小有効せん断断面積 Ａｓ mm2 

せん断弾性係数 Ｇ MPa 

監視カメラスタンションの断面形状（mm） 

 

 

1.3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算の結果から，水平方向（Ｘ方向）及び鉛直方向の固有周期は，0.05 秒以

下であり剛であることを確認した。また，水平方向のＺ方向は十分な剛性を有していること

から，固有周期の計算を省略した。 

固有周期の計算結果を表 1-3 に示す。 

 

表 1-3 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

  

ａ
 

ｂ

c

（ａ×ｂ×ｃ） 
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1.4 構造強度評価 

1.4.1 構造強度評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）の構造は壁掛型計器スタンションである

ため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての

計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

1.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）の荷重の組合せ及び許容応力状態のう

ち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 1-4 に示す。 

 

1.4.2.2 許容応力 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）の許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針」に基づき表 1-5 のとおりとする。 

 

1.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）の使用材料の許容応力評価条件のう

ち，重大事故等対処設備としての評価に用いるものを表 1-6 に示す。

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
4
-1
 
R
1 



 

 

表 1-4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

その他 

使用済燃料プール

監視カメラ 

（監視カメラ） 

常設／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ＶＡＳとしてⅣＡＳ

の許容限界を用 

いる。） 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

 

6
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表 1-5 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 1-6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 673 759 － 
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1.5 機能維持評価  

1.5.1 電気的機能維持評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）の電気的機能維持評価について，以下に示

す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性について

の計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）の機能確認済加速度には，同形式の監視カ

メラ本体の単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加

速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1-7 に示す。 

 

表 1-7 機能確認済加速度   （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

監視カメラ本体 

水平 

鉛直 

 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
4
-1
 
R
1 
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1.6 評価結果 

1.6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分

な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
4
-1
 
R
1 



 

 

【使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）の耐震性についての計算結果】 

1.  重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

（監視カメラ） 

常設／防止 

常設／緩和 
EL.46.50 

（EL.57.00＊） 
－ － ＣＨ＝2.09 ＣＶ＝1.77 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ） 

部     材 
ｍ 
(kg) 

ｈ２ 
(mm) 

 3  
(mm) 

 ａ  
(mm) 

 ｂ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ ｎｆＶ ｎｆＨ 

基礎ボルト 2 2 

 

 

部     材 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 673 759 － 422 － 水平方向 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                   (単位：N) 

部      材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

                                   

1
0
 

 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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1.4 結    論  
1.4.1 ボルトの応力                                            (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力＊1 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σｂ＝153 ƒｔｓ＝318＊ 

せん断 － － τｂ＝11 ƒｓｂ＝245 

すべて許容応力以下である。                     注記 ＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                   (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

（監視カメラ） 

水平方向 1.74 

鉛直方向 1.47 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

  

  ａ

正面（水平方向） 側面（鉛直方向） 

  

壁 

 ａ

ｈ
２
 

	 
3 

 
 
ｂ
 

 
 
3 

壁 

（ケミカルアンカ）

基礎ボルト 
 

転倒方向 

（ケミカルアンカ） 
基礎ボルト 

ｈ２ 

 
3  
ｂ
 

 
ｂ
 

1
1
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2. 使用済燃料プール監視カメラ（制御盤） 

2.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）が設計用地震力に対して

十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）は，重大事故等対処設備においては常設重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度

評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2.2 一般事項 

使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性について

の計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。 

 

2.2.1 構造計画 

使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）の構造計画を表 2-1 に示す。 

 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
4
-1
 
R
2 



  

 

表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

制御盤は，壁に基礎

ボルトで設置する。 

壁掛型  

1
3
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側面 

制御盤 正面 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）
 

壁 

上面 
壁 

2000 

880 350 

（単位：mm）
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2.3 固有周期 

   振動試験装置により固有振動数（共振周波数）を測定する。測定の結果，固有周期は 0.05

秒以下であり剛であることを確認した。 

固有周期を表 2-2 に示す。 

                  表 2-2 固有周期 

水平方向 鉛直方向 

 

2.4 構造強度評価 

2.4.1 構造強度評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）の構造は壁掛型であるため，構造強度評価は，

添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき評価する。 

 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 2-3 に示す。 

 

2.4.2.2 許容応力 

使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）の許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維

持の基本方針」に基づき表 2-4 のとおりとする。 

 

2.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 2-5 に示す。 

 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
4
-1
 
R
2 



 

 

表 2-3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

その他 

使用済燃料プール

監視カメラ 

（制御盤） 

常設／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ＶＡＳとしてⅣＡＳ

の許容限界を用 

いる。） 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

 

1
5
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表 2-4 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価 

を省略する。 

 

表 2-5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 205 520 － 
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2.5 機能維持評価 

2.5.1 電気的機能維持評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の

基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）の機能確認済加速度には，同形式の制御盤の単

体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用す

る。 

機能確認済加速度を表 2-6 に示す。 

 

表 2-6 機能確認済加速度      （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

（制御盤） 

水平 

鉛直 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
4
-1
 
R
1 
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2.6 評価結果 

2.6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
4
-1
 
R
1 



 

 

【使用済燃料プール監視カメラ（制御盤）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

 
常設／防止 

常設／緩和 
EL.18.00 

（EL.29.00＊） 
－ － ＣＨ＝1.55 ＣＶ＝1.17 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 使用済燃料プール監視カメラ（制御盤） 

部     材 
ｍi 
(kg) 

ｈi 
(mm) 

 1i 
(mm) 

 2i 
(mm) 

 3i 
(mm) 

Ａbi 
(mm2) 

ｎi ｎｆＶi ｎｆＨi 

基礎ボルト 

（i＝1） 
2 6 

 

 

部     材 

Ｓｙi 

(MPa) 

Ｓｕi 

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi
  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓd又

は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（i＝1） 
205 520 － 246 － 鉛直方向 

 

 

 

 

 

 

(ケミカルアンカ) 

ｈi
 

転倒方向

正面（水平方向） 側面（鉛直方向）

基礎ボルト 

壁

壁 

 
1
i

 
2
i

 
3i
 

注記  ＊1：基準床レベルを示す。 

1
9
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                         (単位：N) 

部      材 

Ｆｂi Ｑｂi 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は
静的震度 

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

（i＝1） 

                 

 

1.4 結    論  
1.4.1 ボルトの応力                                            (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝147＊ 

せん断 － － τｂ＝4 ƒｓｂ＝113 

すべて許容応力以下である。                   注記 ＊： ｔｓi＝Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂi，  ｔｏi]より算出 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                   (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

（制御盤） 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

  

2
0
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3. 使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱） 

3.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）が設計用地震力に対

して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）は，重大事故等対処設備においては常設重大事

故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造

強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

3.2 一般事項 

使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性につ

いての計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。 

 

3.2.1 構造計画 

使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）の構造計画を表 3-1 に示す。 
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表 3-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

機器収納箱は，壁に

基礎ボルトで設置す

る。 

壁掛型  

2
2
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側面 

機器収納箱

上面 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）
 

壁 

壁 

正面 

（単位：mm）

480 

320 

200 
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3.3 固有周期 

   振動試験装置により固有振動数（共振周波数）を測定する。測定の結果，固有周期は 0.05

秒以下であり剛であることを確認した。 

固有周期を表 3-2 に示す。 

 

                  表 3-2 固有周期 

水平方向 鉛直方向 

 

3.4 構造強度評価 

3.4.1 構造強度評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）の構造は壁掛型であるため，構造強度評価

は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐

震計算方法に基づき評価する。 

 

3.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）の荷重の組合せ及び許容応力状態のう

ち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3-3 に示す。 

 

3.4.2.2 許容応力 

使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）の許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針」に基づき表 3-4 のとおりとする。 

 

3.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）の使用材料の許容応力評価条件のう

ち，重大事故等対処設備としての評価に用いるものを表 3-5 に示す。 
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表 3-3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

その他 

使用済燃料プール

監視カメラ 

（機器収納箱） 

常設／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ＶＡＳとしてⅣＡＳ

の許容限界を用 

いる。） 

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

2
4
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表 3-4 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 3-5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 205 520 － 
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3.5 機能維持評価  

3.5.1 電気的機能維持評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）の電気的機能維持評価について，以下に示

す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-7 盤の耐震性についての計算書作成の

基本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）の機能確認済加速度には，同形式の機器収

納箱の単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度

を適用する。 

機能確認済加速度を表 3-6 に示す。 

 

表 3-6 機能確認済加速度   （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

（機器収納箱） 

水平 

鉛直 
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3.6 評価結果 

3.6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分

な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

 
常設／防止 

常設／緩和 
EL.23.00 

（EL.29.00*） 

0.05 以下 0.05 以下 － － ＣＨ＝1.55 ＣＶ＝1.17 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 使用済燃料プール監視カメラ（機器収納箱） 

部     材 
ｍi 
(kg) 

ｈi 
(mm) 

 1ｉ 
(mm) 

 2ｉ 

(mm) 
 3ｉ 
(mm) 

Ａbｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆＶｉ ｎｆＨｉ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
2 2 

 

 

部     材 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ
  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓd又

は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
205 520 － 246 － 鉛直方向 

 

 

 

 

 

 

ｈi

転倒方向

正面（水平方向） :側面（鉛直方向）

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

壁

壁 

 
3i
 

 
2
i

 
1
i

注記  ＊:基準レベルを示す。 

2
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                         （単位：N) 

部      材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は
静的震度 

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

                 

 

1.4 結    論  
1.4.1 ボルトの応力                                             (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  

引張り － － σｂ＝5 ƒｔｓ＝147＊ 

せん断 － － τｂ＝4 ƒｓｂ＝113 

すべて許容応力以下である。                     注記 ＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出 

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                    （×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

（機器収納箱） 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

  

2
9
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4. 使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）  

4.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計

方針に基づき，使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）が設計用地震力に対して十分な電

気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）は，重大事故等対処設備においては常設重大事

故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての電気

的機能維持評価を示す。 

 

4.2 一般事項 

4.2.1 構造計画 

使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）の構造計画を表 4-1 に示す。 
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表 4-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

表示モニタは，ベル

トにより取付治具に固

定され，取付治具は，

剛構造の机に取付ボル

トで設置する。 

 

表示モニタ  

3
1
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側面 

表示モニタ

正面 

取付治具

取付ボルト

ベルト

 

 

 

机 

（単位：mm）

440 

644 318 
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4.2.2 評価方針 

使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機

能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，

地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4.4 機能維持評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「4.5 評価結果」に示す。 

使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）の耐震評価フローを図 4-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）の耐震評価フロー 

 

 

4.2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

 

4.3 評価部位 

 使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）は，建屋床に取り付けられた机に固定されるこ

とから，原子炉建屋が支持している。原子炉建屋の構造強度評価は添付書類「Ⅴ-2-2-2 原子

炉建屋の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書では，設置する建屋の地

震応答解析結果を用いた使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）の電気的機能維持評価に

ついて示す。 

 使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）の耐震評価部位については，表 4-1 の概略構造

図に示す。 
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設計用地震力 

評価用加速度の算出 

機器の電気的機能維持評価 
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4.4 機能維持評価 

4.4.1 電気的機能維持評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）は原子炉建屋に直接取り付けられた机に設

置されることから，評価用加速度は，「基準地震動Ｓｓ」による地震力として添付書類

「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。評価用加速度を表 4-2 に

示す。 

 

表 4-2 評価用加速度           （×9.8m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所 

（m） 
方向 

基準地震動Ｓｓ 

評価用加速度 

 
EL. 18.00 

（EL. 20.30＊） 

水平 1.11 

鉛直 0.84 

   注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.4.2 機能確認済加速度 

使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）の機能確認済加速度については以下に示

す。 

機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，監視モニ

タ単体の加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用す

る。機能確認済加速度を表 4-3 に示す。 

 

        表 4-3 機能確認済加速度   （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

表示モニタ 

水平 

鉛直 
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4.5 評価結果 

4.5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

 使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地震力に

対して電気的機能が維持されていることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【使用済燃料プール監視カメラ（表示モニタ）の耐震性についての計算結果】 

1.  重大事故等対処設備 

1.1 電気的機能維持の評価結果 

（×9.8 m/s2）  

  評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

（表示モニタ） 

水平方向 1.11 

鉛直方向 0.84 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ｖ-2-4-4-2 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置の 

耐震性についての計算書 
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1. 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器） 

1.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）

が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するもので

ある。 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）は，重大事故等対処設備

においては，常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故

等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

1.2 一般事項 

1.2.1 構造計画 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の構造計画を表 1-1

及び表 1-2 に示す。 
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表 1-1 構造計画（空気圧縮機） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

空気圧縮機は，空気

圧縮機支持治具に支持

され，空気圧縮機支持

治具は基礎に基礎ボル

トで設置する。 

 

空気圧縮機  

 

 

2
 

NT2 補③Ⅴ-2-4-4-2 R1 

1610 

（単位：mm）

450 

1012 

側面 

空気圧縮機

正面 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）
 

基礎 

 
基礎 

空気圧縮機支持治具 

 



  

 

 

表 1-2 構造計画（除湿器） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

除湿器は，取付ボル

トにより除湿器固定架

台に固定され，除湿器

固定架台は基礎に基礎

ボルトで設置する。 

除湿器 

 

 

  

除湿器 

基礎 

側面 正面 

基礎ボルト 

（ケンミカルアンカ） 

基礎 

 

除湿器固定架台 

 

3
 

NT2 補③Ⅴ-2-4-4-2 R1 

（単位：mm）

980 440 

1015 
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1.2.2 評価方針 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の構造強度評価は， 

添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及

び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「1.2.1 構造計画」にて示す使用済燃料プール

監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の部位を踏まえ「1.3 評価部位」にて設

定する箇所において「1.4 固有周期」で測定した固有周期に基づく設計地震力による応力

等が許容限界に収まることを，「1.5 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実

施する。また，使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の機能

維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の

方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「1.6 機

能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「1.7 評価結果」に

示す。 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の耐震評価フローを

図 1-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の耐震評価フロー 

 

1.2.3 適用基準 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） Ｊ

ＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会）  

固有値測定試験 

設計用地震力 
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地震時における応力 

空気圧縮機及び除湿器の 
構造強度評価 

空気圧縮機及び除湿器の 
電気的機能維持評価 

評価用加速度 
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1.2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力（１本当たり） N 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力（ｆｓ
 を

1.5 倍した値） 

MPa 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力（ｆｔ
 を 1.5

倍した値） 

MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 基礎から重心までの距離 mm 

 1 重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊ mm 

 2 重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊ mm 

ｍ 質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 － 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値＊ 

MPa 

 

π 円周率 － 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

＊： 1≦ 2 
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1.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 1-3 に示すとおりとする。 

 

表 1-3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。  

 

1.3 評価部位 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の耐震評価は，「1.5.1 構

造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の評価部位については，

表 1-1 及び表 1-2 の概略構造図に示す。 
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1.4 固有周期 

1.4.1 基本方針 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の固有周期は，振動

試験（加振試験）にて求める。 

 

1.4.2 固有周期の算出方法 

空気圧縮機は空気圧縮機支持治具に，除湿器は除湿器固定架台に取付けた状態で振動試

験装置により固有振動数を測定する。 

 

1.4.3 固有周期の算出結果 

固有周期の測定結果を表 1-4 に示す。固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確

認した。 

 

表 1-4 固有周期 

評価部位 方向 固有周期(s) 

空気圧縮機 
水平 

鉛直 

除湿器 
水平 

鉛直 
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1.5 構造強度評価 

1.5.1 構造強度評価方法 

(1) 空気圧縮機及び除湿器の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は空気圧縮機及び除湿器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 

(3) 空気圧縮機及び除湿器は基礎ボルトで基礎に固定されるものとする。 

(4) 重心位置については，計算条件が厳しくなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を

行うものとする。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

1.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

1.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の荷重の組合せ

及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 1-5 に示す。 

 

1.5.2.2 許容応力 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の許容応力は，

添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき表 1-6 のとおりとする。 

 

1.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の使用材料の許

容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 1-7 に示す。 
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表 1-5 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

その他 

使用済燃料プール 

監視カメラ用空冷装置 

（空気圧縮機及び除湿器）

常設／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ＶＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。）

注記 ＊1：「常設／防止」は常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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NT2 補③Ⅴ-2-4-4-2 R1 
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表 1-6 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 1-7 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ)

（MPa） 

基礎ボルト 周囲環境温度 245 400 － 

 

NT2 補③Ⅴ-2-4-4-2 R1 

1
0
 



 

11 

 

1.5.3 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方

針」に基づき設定する。耐震評価に用いる設計用地震力を表 1-8 に示す。 

 

表 1-8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

設備分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

常設／防止 

常設／緩和 

 

EL.23.00 

（EL.29.00＊）

 ＣＨ=1.55 ＣＶ=1,17 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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1.5.4 計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による引張応力とせん断応力について計算する。図 1-2

及び図 1-3 に計算モデルを示す。計算モデルは各機器共通とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器） 

計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

 

図 1-3 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器） 

計算モデル（長辺方向転倒） 

  

（ 1≦ 2) 

転倒方向

ｍ･CH･g 

ｈ
 

ｍ･(CV-1)･g 

 
1

 
2

転倒支点 

Ａ Ａ

（Ａ－Ａ矢視図)

転倒支点となる 

基礎ボルト列 
引張りを受ける

基礎ボルト列 

（ 1≦ 2) 

転倒方向

ｍ･CH･g 

ｈ
 

 
1

 
2

転倒支点

Ｂ Ｂ

（Ｂ－Ｂ矢視図)

転倒支点となる 

基礎ボルト列 
引張りを受ける

基礎ボルト列 

ｍ･(CV-1)･g 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 1-2 及び図 1-3 で基礎ボル

トを支点とする転倒を考え，これを片側の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

引張力（Ｆｂ） 

 

Ｆｂ＝                                (1.5.4.1) 

 

引張応力（σｂ） 

 

σｂ＝                                                     (1.5.4.2) 

 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ2                                              (1.5.4.3) 

 

ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は

行なわない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力（Ｑｂ） 

 

Ｑｂ＝ｍ・ＣＨ・g                                          (1.5.4.4) 

 

せん断応力（τｂ） 

 

τｂ＝                                                (1.5.4.5) 
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ｎf・（ 1＋ 2） 
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ｍ・ＣH・ｈ・g － ｍ・（1－ＣＶ）・ 2・g 

Ｆｂ 
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1.5.5 応力の評価 

1.5.4項で求めたボルトの引張応力σｂiは次式より求めた許容引張応力fｔｓ以下であるこ

と。ただし，fｔｏは下表による。 

 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τｂ， fｔｏ  ]                           (1.5.6.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fｓｂ 以下であること。

ただし，fｓｂは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo 

 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ   

2
・1.5  

許容せん断応力 

fｓb 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ   

1.5・ 3
・1.5  
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1.6 機能維持評価 

1.6.1 電気的機能維持評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の地震後の電気的機

能維持について以下に示す。 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の評価用加速度は添

付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき同形式の検出器単体の正弦波

加振試験において電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 1-9 に示す。 

 

表 1-9 機能確認済加速度  （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 

監視カメラ用空冷装置 

（空気圧縮機） 

水平 

鉛直 

使用済燃料プール 

監視カメラ用空冷装置 

（除湿器） 

水平 

鉛直 
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1.7 評価結果 

1.7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機及び除湿器）の重大事故等対処設

備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有

することを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

 
常設／防止 

常設／緩和 
EL.23.00 

（EL.29.00＊） 
－ － ＣＨ＝1.55 ＣＶ＝1.17 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（空気圧縮機） 

部     材 
ｍ 
(kg) 

ｈ 
(mm) 

 1＊ 
(mm) 

 2＊ 

(mm) 
Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎｆ
＊ 

基礎ボルト 
4 

4 

 

部     材 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ  
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動Ｓd 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 245 400 － 280 － 短辺方向 

 

 

 

 

 

1
7
 

 

NT2 補③Ⅴ-2-4-4-2 R1 

注記  ＊ ：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する 

評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記  ＊：基準床レベルを示す。  

    



 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                     (単位：N) 

部      材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

                 

1.4 結    論  
1.4.1 ボルトの応力                                            (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  

引張り － － σｂ＝19 fｔｓ＝168＊ 

せん断 － － τｂ＝2 fｓｂ＝129 

すべて許容応力以下である。                     注記 ＊：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τｂ， fｔｏ]より算出 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                   （×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 

監視カメラ空冷装置 

（空気圧縮機） 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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転倒方向 

 

（ 1≦ 2）

 2 1 

ｈ
 

側面（短辺方向） 

（ケミカルアンカ） 
基礎ボルト  

正面（長辺方向）
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ｈ
 

（ 1≦ 2）

 1  2



 

 

【使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（除湿器）の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

 
常設／防止 

常設／緩和 
EL.23.00 

（EL.29.00＊） 

－ － ＣＨ＝1.55 ＣＶ＝1.17 

 

2.2 機器要目 

部     材 
ｍ 
(kg) 

ｈ 
(mm) 

 1＊ 
(mm) 

 2＊ 

(mm) 
Ａb 
(mm2) 

ｎ ｎｆ
＊ 

基礎ボルト 
2 

4 

 

 

部     材 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ  

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用

地震動Ｓd又

は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 245 400 － 280 － 短辺方向 

 

 

2
0
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注記  ＊：基準床レベルを示す。  

 

注記  ＊： 各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する 

評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。



 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                            (単位：N) 

部      材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

                 

2.4 結    論  
2.4.1 ボルトの応力                                            (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

引張り － － σｂ＝14 fｔｓ＝168＊ 

せん断 － － τｂ＝1 fｓｂ＝129 

すべて許容応力以下である。                    注記 ＊：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τｂ， fｔｏ]より算出 

 

2.4.2 電気的機能の評価結果                    (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 

監視カメラ空冷装置 

（除湿器） 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

  

NT2 補③Ⅴ-2-4-4-2 R1 

2
1
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転倒方向 
 

（ 1≦ 2）

 2 1

ｈ
 

（短辺方向）

（ケミカルアンカ） 
基礎ボルト 
 

2
2
 

 

NT2 補③Ⅴ-2-4-4-2 R1 

 

（長辺方向） 

 2 1 

（ 1≦ 2）

ｈ
 



 

23 

 

2. 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器） 

2.1 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計

方針に基づき，使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）が設計用地震力に対して十

分な電気的機能を有していることを説明するものである。 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）は，重大事故等対処設備においては常設

重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備として

の機能維持評価を示す。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

冷却器は，冷却器取

付ボルトにより冷却器

取付治具に固定され，

取付治具は，監視カメ

ラスタンションに固定

される。 

監視カメラスタンシ

ョンは壁に基礎ボルト

で設置する。 

 

冷却器 

 

監視カメラスタンション 

 

冷却器 

 

壁

壁 

 

冷却器取付冶具 

 

2
4
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（単位：mm）

2063 

250 

250 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 
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2.2.2 評価方針 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）の機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 

機能維持の基本方針」にて設定した機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が機能

確認済加速度以下であることを，「2.4 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。確認結果を「2.5 評価結果」に示す。 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）の耐震評価フロー 

 

 

2.2.3 適用基準 

適用基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

 

2.3 評価部位 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）は，使用済燃料プール監視カメラ用監視

カメラスタンションに取り付けられた取付治具に固定されることから，使用済燃料プール監視

カメラ用監視カメラスタンションが支持している。使用済燃料プール監視カメラ用監視カメラ

スタンションの構造強度評価は添付書類「Ｖ-2-4-4-1 使用済燃料プール監視カメラの耐震性

についての計算書 1. 使用済燃料プール監視カメラ（監視カメラ）」にて実施しているため，

本計算書では，使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）の電気的機能維持評価につ

いて示す。 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）の耐震評価部位については，表 2-2 の概

略構造図に示す。 

 

設計用地震力 

評価用加速度 

機器の機能維持評価 
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2.4 機能維持評価 

2.4.1 機能維持評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）は使用済燃料プール監視カメラ用監

視カメラスタンションに取り付けられた取付治具に固定されることから，評価用加速度は， 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力として添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方

針」に基づき設定する。評価用加速度を表 2-3 に示す。 

 

表 2-3 評価用加速度           （×9.8 m/s2) 

機器名称 
対象機器設置箇所 

（m） 
方向 

基準地震動Ｓｓ 

評価用加速度 

 EL. 46.50 

（EL.57.00）* 

水平 1.74 

鉛直 1.47 

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

 

N
T
2
 
補
③

Ⅴ
-
2
-
4-
4
-
2 
R
1 



  

27 

 

2.4.2 機能確認済加速度 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）の機能確認済加速度について以下に

示す。 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）の機能確認済加速度は，添付書類「Ｖ

-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，冷却器単体の加振試験において，電気的機能の

健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。機能確認済加速度を表 2-4 に示す。 

 

表 2- 4 機能確認済加速度    （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

使用済燃料プール 

監視カメラ用空冷装置

（冷却器） 

水平 

鉛直 
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2.5 評価結果 

2.5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）の重大事故等時の状態を考慮した場

合の耐震評価結果を以下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，設計用地

震力に対して機能が維持されていることを確認した。 

 

(1) 機能維持評価結果 

機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置（冷却器）の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 電気的機能維持の評価結果 

       （×9.8 m/s2） 

  評価用加速度 機能確認済加速度 

使用済燃料プール監視カメラ用 

空冷装置（冷却器） 

水平方向 1.74 

鉛直方向 1.47 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ⅴ-2-5-1 原子炉冷却系統施設の耐震計算結果
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1. 概要 

本資料は，原子炉冷却系統施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明

するものである。 

 

2. 耐震評価条件整理 

原子炉冷却系統施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，重大事故等対

処施設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における

手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。また，重大事

故等対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処施設の

評価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を表 2-1 に示す。 

原子炉冷却系統施設のうち，新設又は、新規登録の設計基準対象施設並びに重大事故

等対処施設の耐震計算は表 2-1 に示す計算書に記載することとする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力による耐震計算につ

いては，基準地震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力の許容限

界を満足する場合，省略することとする。弾性設計用地震動Ｓｄによる疲労評価につい

ては，弾性設計用地震動Ｓｄによる繰返し回数が，基準地震動Ｓｓで設定している繰返し

回数以内であることを確認しているため，省略する。 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（1/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の

重要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

原子炉冷

却材再循

環設備 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-2-1-1 － － － 

原子炉冷

却材の循

環設備 

アキュムレータ S 無 Ⅴ-2-5-3-1-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-5-3-1-1

主要弁 S 無 Ⅴ-2-5-3-1-2 － － － 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-3-1-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-5-3-1-2

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-3-1-2 － － － 

主配管 B － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-5-3-1-2

主要弁 S 無 Ⅴ-2-5-3-2-1 － － － 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-3-2-1 － － － 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-3-3-1 － － － 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（2/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の重

要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

残留熱除

去設備 

残留熱除去系熱交
換器 

S 有 Ⅴ-2-5-4-1-1 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-4-1-1 

残留熱除去系ポン
プ 

S 無 Ⅴ-2-5-4-1-2 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-5-4-1-2 

残留熱除去系スト
レーナ 

S 無 Ⅴ-2-5-4-1-3 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-4-1-3 

主要弁 S 無 Ⅴ-2-5-4-1-4 － － － 

主配管 S 無 

Ⅴ-2-5-2-1-1 

Ⅴ-2-5-4-1-4 

Ⅴ-2-5-4-1-5 

常設耐震／防止 有 

Ⅴ-2-5-2-1-1 

Ⅴ-2-5-4-1-4 

Ⅴ-2-5-4-1-5 

主配管 S 無 
Ⅴ-2-5-4-1-4 

Ⅴ-2-5-4-1-5 

（非常用炉心冷

却設備その他原

子炉注水設備に

記載） 

－ － 

主配管 

S（原子炉冷却

材再循環設備に

記載） 

－  －  常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-2-1-1 

主配管 
S（原子炉格納

施設に記載） 
－ － 常設耐震／防止 有 

Ⅴ-2-9-2-9＊2 

Ⅴ-2-9-4-3-1＊2
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（2/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の重

要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

残留熱除

去設備 

フィルタ装置 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-9-7-1-2＊2

主要弁 
S（原子炉格納

施設に記載） 
－ － 常設耐震／防止 有 

Ⅴ-2-9-6-1-1＊2

Ⅴ-2-9-7-1-1＊2

主配管 
S（原子炉格納

施設に記載） 
－ － 常設耐震／防止 有 

Ⅴ-2-9-2-9＊2 

Ⅴ-2-9-6-1-1＊2

主配管 － －  －  常設耐震／防止 － Ⅴ-2-9-7-1-1＊2

主配管 
S（原子炉格納

施設に記載） 
－ － 常設耐震／防止 有 

Ⅴ-2-9-2-9＊2 

Ⅴ-2-9-5-2-1＊2

Ⅴ-2-9-6-1-1＊2

主配管 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-5-4-2-1 

原子炉圧力容器 
S(原子炉本体に

記載) 
－ － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-3-4-1＊3 

炉心支持構造物 
S(原子炉本体に

記載) 
－ － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-3-3-2＊3 

ジェットポンプ 
S(原子炉本体に

記載) 
－ － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-3-4-3-5＊3

原子炉格納容器 
S(原子炉格納施

設に記載) 
－ － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-9-2＊2 

非常用ガス処理系

排気筒 

S(放射性廃棄施

設に記載) 
－ － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-7-2-5＊4 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（3/9） 

 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の

重要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非常用炉

心冷却設

備その他

原子炉注

水設備 

高圧炉心スプレイ
系ポンプ 

S 無 Ⅴ-2-5-5-1-1 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-1-1 

高圧炉心スプレイ
系ストレーナ 

S 無 Ⅴ-2-5-5-1-2 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-1-2 

主要弁 S 無 Ⅴ-2-5-5-1-3 － － － 

主配管 S 無 
Ⅴ-2-5-5-1-3 
Ⅴ-2-5-5-1-4 

常設耐震／防止 有 
Ⅴ-2-5-5-1-3 
Ⅴ-2-5-5-1-4 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-5-1-3 － － － 

主配管 
S（原子炉格納
施設に記載）

－ － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-9-2-9＊2 

低圧炉心スプレイ
系ポンプ 

S 無 Ⅴ-2-5-5-2-1 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-2-1 

低圧炉心スプレイ

系ストレーナ 
S 無 Ⅴ-2-5-5-2-2 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-2-2 

主要弁 S 無 Ⅴ-2-5-5-2-3 － － － 

主配管 S 無 
Ⅴ-2-5-5-2-3 

Ⅴ-2-5-5-2-4 
常設耐震／防止 有 

Ⅴ-2-5-5-2-3 

Ⅴ-2-5-5-2-4 

主配管 
S（原子炉格納

施設に記載）
－ － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-9-2-9＊2 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（4/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の

重要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非常用炉

心冷却設

備その他

原子炉注

水設備 

原子炉隔離時冷却
系ポンプ 

S(原子炉冷却

材補給設備に

記載) 

－ － 常設耐震／防止 － 
Ⅴ-2-5-6-1-1

Ⅴ-2-5-6-1-2

原子炉隔離時冷却
系ストレーナ 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-5-5-3-1

主配管 

S（原子炉冷却

材の循環設備

及び原子炉冷

却材補給設備

に記載） 

－ － 常設耐震／防止 有 

Ⅴ-2-5-3-1-2

Ⅴ-2-5-6-1-3

Ⅴ-2-5-6-1-4

主配管 
S（原子炉格納

施設に記載）
－ － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-9-2-9＊2 

残留熱除去系熱交
換器 

S(残留熱除去

設備に記載) 
－ － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-5-4-1-1

残留熱除去系ポン
プ 

S(残留熱除去

設備に記載) 
－ － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-4-1-2

残留熱除去系スト
レーナ 

S(残留熱除去

設備に記載) 
－ － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-4-1-3

主配管 
S(残留熱除去

設備に記載) 
－ － 常設耐震／防止 有 

Ⅴ-2-5-4-1-4

Ⅴ-2-5-4-1-5

主配管 － － － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-5-2

主配管 
S（原子炉格納

施設に記載）
－ － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-9-2-9＊2 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（5/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の

重要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非常用炉

心冷却設

備その他

原子炉注

水設備 

ほう酸水注入ポンプ
S(計測制御系
統に記載) 

－ － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-6-4-1-1＊5

ほう酸水注入タンク
S(計測制御系
統に記載) 

－ － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-6-4-1-2＊5

主配管 
S(計測制御系
統に記載) 

－ － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-6-4-1-3＊5

主配管 
S（原子炉格納
施設に記載）

－ － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-9-2-9＊2 

常設高圧代替注水系
ポンプ 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-5-5-4-1 

主配管 

S（原子炉冷却
材の循環設備
及び原子炉冷
却材補給設備

に記載） 

－ － 常設耐震／防止 有 
Ⅴ-2-5-3-1-2 
Ⅴ-2-5-6-1-3 
Ⅴ-2-5-6-1-4 

主配管 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-5-5-4-2 

主配管 
S（原子炉格納
施設に記載）

－ － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-9-2-9＊2 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（6/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の

重要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非常用炉

心冷却設

備その他

原子炉注

水設備 

常設低圧代替注水
系ポンプ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-5-5-1 

主配管 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-5-5-2 

主配管 
S（残留熱除去

設備に記載）
－ － 

常設耐震／防止 
常設／緩和 

有 
Ⅴ-2-5-4-1-4 

Ⅴ-2-5-4-1-5 

主配管 
S（原子炉格納

施設に記載）
－ － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-9-2-9＊2 

代替循環冷却系ポ
ンプ 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-5-5-6-1 

主配管 
S（残留熱除去

設備に記載）
－ － 常設／緩和 有 

Ⅴ-2-5-4-1-4 

Ⅴ-2-5-4-1-5 

主配管 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-5-5-6-2 

主配管 
S（原子炉格納

施設に記載）
－ － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-9-2-9＊2 

原子炉圧力容器 
S(原子炉本体

に記載) 
－ － 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-3-4-1＊3 

炉心支持構造物 
S(原子炉本体

に記載) 
－ － 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-3-3-2＊3 

高圧炉心スプレイ
スパージャ 

S(原子炉本体

に記載) 
－ － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-3-4-3-7＊3 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（7/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の

重要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

非常用炉

心冷却設

備その他

原子炉注

水設備 

高圧炉心スプレイ
配管（原子炉圧力
容器内部） 

S(原子炉本体

に記載) 
－ － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-3-4-3-9＊3

低圧炉心スプレイ
スパージャ 

S(原子炉本体

に記載) 
－ － 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-3-4-3-7＊3

低圧炉心スプレイ
配管(原子炉圧力
容器内部) 

S(原子炉本体

に記載) 
－ － 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-3-4-3-9＊3

残留熱除去系配管
(原子炉圧力容器
内部) 

S(原子炉本体

に記載) 
－ － 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-3-4-3-8＊3

差圧検出・ほう酸
水注入管（ティー
より N10 ノズルま
での外管） 

S(原子炉本体

に記載) 
－ － 常設／緩和 無 Ⅴ-2-3-4-2-4＊3

差圧検出・ほう酸
水注入管（原子炉
圧力容器内部） 

S(原子炉本体

に記載) 
－ － 常設／緩和 無 Ⅴ-2-3-4-3-10＊3

代替淡水貯槽 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-2-29＊6 

西側淡水貯水設備 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-2-23＊6 

  



 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-5-1 R0 

 

1
0
 

表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（8/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の

重要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

原子炉冷

却材補給

設備 

原子炉隔離時冷却

系ポンプ 
S 無 

Ⅴ-2-5-6-1-1

Ⅴ-2-5-6-1-2 

(非常用炉心冷

却設備その他原

子炉注水設備に

記載) 

－ － 

主要弁 S 無 Ⅴ-2-5-6-1-3 － － － 

主配管 S 無 
Ⅴ-2-5-6-1-3 

Ⅴ-2-5-6-1-4 

(非常用炉心冷

却設備その他原

子炉注水設備に

記載) 

－ － 

原子炉補

機冷却設

備 

残留熱除去系海水

系ポンプ 
S 無 Ⅴ-2-5-7-1-1 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-5-7-1-1 

残留熱除去系海水

系ストレーナ 
S 無 Ⅴ-2-5-7-1-2 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-5-7-1-2 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-7-1-3 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-5-7-1-3 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（9/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の

重要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1 

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設 

原子炉補

機冷却設

備 

緊急用海水ポンプ － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-7-2-1 

緊急用海水系スト
レーナ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-7-2-2 

主配管 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-7-2-3 

原子炉冷

却材浄化

設備 

主要弁 S 無 Ⅴ-2-5-8-1-1 － － － 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-8-1-1 － － － 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：原子炉格納施設と兼用の設備であり、評価内容が共通であるため、耐震評価は添付書類「Ⅴ-2-9 原子炉格納施設の耐震性に

ついての計算書」に記載する。 

＊3：原子炉本体と兼用の設備であり、評価内容が共通であるため、耐震評価は添付書類「Ⅴ-2-3 原子炉本体の耐震性についての

計算書」に記載する。 

＊4：放射性廃棄物の廃棄施設と兼用の設備であり、評価内容が共通であるため、耐震評価は添付書類「Ⅴ-2-7 放射性廃棄物の廃

棄施設の耐震性についての計算書」に記載する。 

＊5：計測制御系統施設と兼用の設備であり、評価内容が共通であるため、耐震評価は添付書類「Ⅴ-2-6 計測制御系統施設の耐震

性についての計算書」に記載する。 

＊6：代替淡水貯槽及び西側淡水貯水設備の耐震評価は，添付書類「Ⅴ-2-2 耐震設計上重要な設備を設置する施設の耐震性につい

ての計算書」に記載する。 
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3.2 設計条件

鳥諏図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し， 管番号と対応する評価点番号を示す。

鳥l敢 図 PLR-PD-1

最高使用圧力 最高使用温度 外径 厚さ
耐震設計上の

縦弾性係数
管番号 対応する評価点 材料

(MPa) （℃） (mm) (mm) 重要度分類 (MPa) 

1 IN�IO 8.62 302 609.6 31. 0 I I s I I 
2 14�16 8.62 302 630.0 40.0 I I s I I 

26 
3 35�37, 41�46 11. 38 302 630.0 40.0 I I s I I 
4 50�55 10. 70 302 609. 6 39.0 ［ ］ s I I 
5 55�57 10. 70 302 673. 0 71. 4 I I s I I 

58�62N, 75�114N 

6 so�124N,94�134N 10. 70 302 323. 9 21. 4 l I s I I 
IOO�I44N 

7 56�81, 56�101 10. 70 302 420. 0 33. 8 I I s I I 
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3. 3 材料及び許容応力
使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

材 料
I最裔使用温度1 許容応力(MPa)

（℃） s m s 
y 

s 
u 

sh

302 114 126 
_,_ 

302 114 126 

3

8
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鳥諏図I PLR-PD-1 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，アキュムレータが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説

明するものである。 

アキュムレータは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備において

は常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施

設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

アキュムレータの構造計画を表2-1に示す。 
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2.2 評価方針 

アキュムレータの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の

制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す

アキュムレータの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」に

て算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造

強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

アキュムレータの耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 アキュムレータの耐震評価フロー 
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設計用地震力 

理論式による固有周期の算出 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（日本電

気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ Ｎ

Ｃ1－2005/2007（日本機械学会） 
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2.4  記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｆ 脚の圧縮フランジの断面積 mm
2
 

Ａｓ 脚の断面積 mm
2
 

Ａｓ１ 脚の半径方向軸に対するせん断断面積 mm
2
 

Ａｓ２ 脚の周方向軸に対するせん断断面積 mm
2
 

Ａｓｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面の断面積 mm
2
 

Ａｓｒ 脚の半径方向軸に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｓｔ 脚の周方向軸に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ｃ 脚の座屈曲げモーメントに対する修正係数 － 

Ｃ１ 脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

Ｃ２ 脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる

値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｃ  ｊ 鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる

値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3に定める値 MPa 

Ｆ０ 振動モデル系における水平力 N 

ＦＶ 鉛直方向荷重 N 

ƒｂｒ 脚の半径方向軸回りの許容曲げ応力（ｆｂを1.5倍した値又はｆｂ
＊を1.5

倍した値） 

MPa 

ƒｂｔ 脚の半径方向に直角な方向の軸回りの許容曲げ応力（ｆｂを1.5倍した

値又はｆｂ
＊を1.5倍した値） 

MPa 

ƒｃ 脚の許容圧縮応力（ｆｃを1.5倍した値又はｆｃ
＊を1.5倍した値） MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ƒｔ 脚の許容引張応力（ｆｔを1.5倍した値又はｆｔ
＊を1.5倍した値） MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

ｈ 脚断面のせい mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

ｉ 脚の弱軸についての断面二次半径 mm 

ｉｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面のウェッブ軸回りの

断面二次半径 

mm 

Ｉｓｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面のウェッブ軸回りの

断面二次モーメント 

mm
4
 

Ｉｓｒ 脚の半径方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｉｓｔ 脚の周方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｊｓ 脚のねじりモーメント係数 mm
4
 

   Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｋｃ 胴の脚付け根部における周方向曲げモーメントに対する局部ばね定数

（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

ＫＨ ばね定数（水平方向） N/m 

Ｋ   胴の脚付け根部における長手方向曲げモーメントに対する局部ばね定数

（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

Ｋｒ 胴の脚付け根部における半径方向荷重に対する局部ばね定数 

（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

ＫＶ ばね定数（鉛直方向） N/m 

ｋｃ，ｋ   引用文献(1)によるアタッチメントパラメータの周方向及び軸方向の 

補正係数 

－ 

  脚の長さ mm 

 ｃ  脚の中立軸間の距離 mm 

 ｇ  架台から容器重心までの距離 mm 

 ｋ  脚の有効座屈長さ mm 

Ｍ１ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント  N･mm 
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，「6.1 設計基準対象施設としての評価結果」及び「6.2 

重大事故等対処設備としての評価結果」の機器要目に示す。 

 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の評価結果を，表4-1に示す。計算結果より，剛であることを確認した。 

表 4-1 固有周期（ｓ） 

 水平方向 鉛直方向 

逃がし安全弁自動減圧機能用 

アキュムレータ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用 

アキュムレータ 

 

5.  構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1)  容器及び内容物の質量は，重心に集中するものとする。 

(2)  地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) アキュムレータは胴を 4 個の脚で支持し，脚は溶接で架台に据え付けているため，固定端と

して評価する。  

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

アキュムレータの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 5-1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5-2 に示す。 

5.2.2 許容応力 

アキュムレータの許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき表 5-

3 及び表 5-4 のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

アキュムレータの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 5-5

に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5-6 に示す。 
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表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SUS304 最高使用温度 171 113 150 413 － 

脚 
SS400 

（厚さ≦16 mm）
周囲環境温度 171 － 201 373 － 

  

  

 

表 5－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SUS304 最高使用温度 171 113 150 413 － 

脚 
SS400 

（厚さ≦16 mm）
周囲環境温度 171 － 201 373 － 
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1. 4 結
1. 4. 1 固有周期

方＿
水＿
鉛

向＿
向＿
向

固 有
平＿
直＿

一
方＿
方

1. 4. 2 応 力

弾性設計用地震動 s d 又は静的浜度 基準地震動 s

部 材 材 料 応 力
算 出 応 力 許 容 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力

一次一般膜 〇―o= 54 S "= 150 〇―o= 54 S "= 248 

胴 板 SUS304 次 a 1
= 55 S a

= 225 a 1
= 56 S a

= 372 

一次十二次 <J2= 7 S "= 300 <J2= 13 S "= 300 

組 合 せ as= 18 fr= 201 as= 31 fr= 241 

脚 SS400 圧縮と曲げ (J s r +
゜ s L 十 " '' ;'e 1 

(J s r +
゜ s L 十 " S C ;'e 1 の組合せ

/1,' h, fc /1,' h, fc 

（座屈の評価） 0.09 0. 13 

（単位： MPa) 

4
8
 

すべて許容応力以下である，9

q 
脚

、 ヽ
＼
 

mo·g 

! ---------------→一----------
一 辺〕
cc, 

第4脚＊］、*2
（第2脚）

／／ 

第3脚*1. * 2 
（第1脚）

架台

注記 * 1 : 本計算書において地裳の方向けX方向とZ方向を考慮し， z 方向地裳による防力の言十算に
おいては， 第3脚を第1脚に， 第4脚を第2脚に読み替える。
脚部材については胴の半径方向をr軸，その直角方向をt軸とする，：CJ
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2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備）

　　　　　　　　　（太破線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（設計基準対象施設）

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す

　る範囲）

　鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲）

　アンカ

　　[管クラス]

DB1 　クラス１管

DB2 　クラス２管

DB3 　クラス３管

DB4 　クラス４管

SA2 　重大事故等クラス２管

SA3 　重大事故等クラス３管

DB1/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス１管

DB2/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス２管

DB3/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス３管

DB4/SA2 　重大事故等クラス２管であってクラス４管

　 　

N
T
2
 補

③
Ⅴ

-
2
-
5
-
3
-
2
-
1
 R
2

2





 2.2　鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設

　計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。）

　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質　　　点

　 　

　 　ア　ン　カ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（ * は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注：　鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

*
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配管の付加質量

鳥 廊 図 FDW-1,2,3,4,9 
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工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ 

デル単位に記載する。また，全２０モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の 

許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価 

結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ｖ-2-1-12-1 配管及び支持

構造物の耐震計算について」及び「Ｖ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方

針」に基づき，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を

有していることを説明するものである。 

評価結果の記載方法は以下に示す通りである。 
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Ⅴ-2-5-4-1-1 残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計

方針に基づき，残留熱除去系熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているこ

とを説明するものである。 

残留熱除去系熱交換器は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去系熱交換器の構造計画を表2-1に示す。 
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   表2-1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 基礎・支持 

構造 
主体構造 

胴を4個のラ

グ で 支 持

し，ラグを

それぞれ架

台に取付ボ

ルトで取り

付ける。 

 

水室，管板，

胴を有するラ

グ支持たて置

円筒形容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胴板 

（ラグ付根部） 

ラグ 取付ボルト 

（ラグ部） 
シアーラグ

取付ボルト 

（振れ止め部） 

胴板 

（振れ止め付根部） 

Ａ号機 

Ｂ号機 

ラグ 

シアーラグ 

胴板 

（振れ止め付根部）

振れ止め 

取付ボルト 

（振れ止め部) 

取付ボルト 

（ラグ部） 

胴板 

（ラグ付根部） 

振れ止め 
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2.2 評価方針 

残留熱除去系熱交換器の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち

「3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1 構造計画」にて示す残留熱除去系熱交換器の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定

する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周

期及び荷重に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応

答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評

価結果」に示す。 

残留熱除去系熱交換器の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 残留熱除去系熱交換器の耐震評価フロー 

 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

容器の構造強度評価 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

   適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2005/2007（日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単 位

ＡＬｂ 取付ボルト（ラグ部及び振れ止め部）の軸断面積 mm
2 

ＡＴｂ 取付ボルト（振れ止め部）の軸断面積 mm
2
 

ＡＬｓ１ 鉛直方向荷重に対するラグのせん断断面積 mm
2 

ＡＬｓ２ 円周方向荷重に対するラグのせん断断面積 mm
2
 

ＡＴｓ 鉛直方向荷重に対する振れ止めのせん断断面積 mm
2 

ＡＴ 半径方向荷重に対する振れ止めの断面積 mm
2 

ＡＳ せん断方向荷重に対するシアーラグの断面積 mm
2 

ａＬ ラグの半径方向端面から胴板までの距離 mm 

ａＴ 振れ止めの円周方向の幅 mm 

ｂＬ ラグの半径方向端面から取付ボルト中心までの距離 mm 

ＣＬ１ ラグの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

ＣＬ２ ラグの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

ＣＴ１ 振れ止めの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

ＣＴ２ 振れ止めの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

ＣＬｃｊ，ＣＴｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる

値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

ＣＬ ｊ 鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られ

る値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

ｃＬ ラグの据付くシアーラグ端面から取付ボルト中心までの距離 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄＴ 振れ止め中心から取付ボルト中心までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ Ｆ値を求める際において，設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133

に定める値 

MPa 

ＦＶ 鉛直方向地震力による荷重 N 

ＦＬ０１ 運転時質量によりラグの取付ボルトに作用する鉛直方向荷重 N 

ＦＬ０１Ｖ 鉛直方向地震力によりラグの取付ボルトに作用する鉛直方向荷重 N 

ＦＬ１１ 水平方向地震力によりラグの取付ボルトに作用する鉛直方向荷重 N 

ＦＴｒ 運転時質量により胴の振れ止め付根部に半径方向に作用する荷重 N 

ＦＴｒＶ 鉛直方向地震力により胴の振れ止め付根部に半径方向に作用する荷重 N 

ＦＴｒＨ 水平方向地震力により胴の振れ止め付根部に半径方向に作用する荷重 N 

ＦＴｓｒ 振れ止めの引張方向に作用する荷重 N 

ＦＴｓ  振れ止めのせん断方向に作用する荷重 N 

ＦＴｂ 振れ止めの取付ボルトに作用するせん断方向の荷重 N 

fＳｓｂ シアーラグの許容せん断応力（fＳを 1.5 倍した値又は f Ｓ を 1.5 倍し

た値） 

MPa 

 

g 

＊
 

＊

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

fＴｓｂ 振れ止めの取付ボルトの許容せん断応力（f Ｓを 1.5 倍した値又は f Ｓ

を 1.5 倍した値） 

MPa 

fＬｔ ラグの許容引張応力（fＳを1.5倍した値又はfＳ を1.5倍した値） MPa 

fＴｔ 振れ止めの許容引張応力（fＳを1.5倍した値又はfＳ を1.5倍した値） MPa 

fＬｔｏ 引張力のみを受けるラグの取付ボルトの許容引張応力（fＳを1.5倍し

た値又はfＳ を1.5倍した値） 

MPa 

fＴｔｏ 引張力のみを受ける振れ止めの取付ボルトの許容引張応力（fＳを1.5

倍した値又はfＳ を1.5倍した値） 

MPa 

fＴｔs
 引張力とせん断力を同時に受ける振れ止めの取付ボルトの許容引張応

力 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

ＩＬ ラグ部の胴の断面二次モーメント mm
４
 

ＩＴ 振れ止め部の胴の断面二次モーメント mm
４
 

ｋＬｃｊ，ｋＬ ｊ，

ｋＴｃｊ 

引用文献(1)によるアタッチメントパラメータの周方向及び軸方向の

補正係数（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

Ｋ１Ｎｊ， Ｋ１Ｍｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの膜応力及び曲げ応力

に対する補正係数（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

ＭＬＨ 水平方向地震力によるラグ部の胴の曲げモーメント N･mm

ＭＴＨ 水平方向地震力による振れ止め部の胴の曲げモーメント N･mm

ＭＬ１ 水平方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向モーメント N･mm

ＭＬ３ 水平方向地震力によるラグ付根部のねじりモーメント N･mm

ＭＴ３ 水平方向地震力による振れ止め付根部のねじりモーメント N･mm

ＭＬｃ 水平方向地震力によるラグ付根部の周方向モーメント N･mm

ＭＴｃ 水平方向地震力による振れ止め付根部の周方向モーメント N･mm

ＭＬ  運転時質量によるラグ付根部の鉛直方向モーメント N･mm

ＭＬ Ｖ 鉛直方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向モーメント N･mm

ＭＴｓ 振れ止めに作用する曲げモーメント N･mm

ＭＴｂ 振れ止めの取付ボルトの締結部に作用する曲げモーメント N･mm

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm

ｎＬ ラグ1個当たりの取付ボルトの本数 － 

ｎＴ 振れ止め1個当たりの取付ボルトの本数 － 

 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

Ｐ 半径方向荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

ＰＴｂ 振れ止めの取付ボルトに作用する軸方向の荷重 N 

ＱＬ 水平方向地震力によるラグ付根部の周方向荷重 N 

ＱＴ 水平方向地震力による振れ止め付根部の周方向荷重 N 

ＱＳ シアーラグに作用するせん断方向荷重 N 

ＲＬ 運転時質量によるラグ付根部の鉛直方向荷重 N 

ＲＬ１ 水平方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向荷重 N 

ＲＬＶ 鉛直方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向荷重 N 

ｒｍＬ ラグ部の胴の平均半径 mm 

ｒｍＴ 振れ止め部の胴の平均半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｔＬ ラグ部の胴の厚さ mm 

ｔＴ 振れ止め部の胴の厚さ mm 

ＺＬｓｐ ラグのねじり断面係数 mm
3 

ＺＬｓ  ラグの半径方向軸に対する断面係数 mm
3 

ＺＬｓｔ ラグの周方向軸に対する断面係数 mm
3
 

ＺＴｓ 振れ止めの鉛直方向軸に対する断面係数 mm
3
 

β，βＬ１，βＬ２，

βＬｃ，βＬ ， 

βＴ１，βＴ２， 

βＴｃ，βＮ，βＭ

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ － 

γＬ，γＴ 引用文献(2)によるシェルパラメータ － 

π 円周率 － 

σＬ０ 胴のラグ付根部の一次一般膜応力最大値 MPa 

σＴ０ 胴の振れ止め付根部の一次一般膜応力最大値 MPa 

σＬ０φ 胴のラグ付根部の周方向一次一般膜応力 MPa 

σＴ０φ 胴の振れ止め付根部の周方向一次一般膜応力 MPa 

σＬ０ｘ 胴のラグ付根部の軸方向一次一般膜応力 MPa 

σＴ０ｘ 胴の振れ止め付根部の軸方向一次一般膜応力 MPa 

σＬ１ 胴のラグ付根部の一次応力の最大値 MPa 

σＴ１ 胴の振れ止め付根部の一次応力の最大値 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

σＬ１１，σＬ１２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の組合せ一次応力 

MPa 

σＴ１１，σＴ１２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の組合せ一次応力 

MPa 

σＬ２ 胴のラグ付根部の一次応力＋二次応力の最大値 MPa 

σＴ２ 胴の振れ止め付根部の一次応力＋二次応力の最大値 MPa 

σＬ２１，σＬ２２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の組合せ一次応力＋二次応力の変動値 

MPa 

σＴ２１，σＴ２２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の組合せ一次応力＋二次応力の変動値 

MPa 

σＬｂ ラグ部の取付ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σＴｂ 振れ止め部の取付ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σＬｓ ラグの組合せ応力の最大値 MPa 

σＴｓ 振れ止めの組合せ応力の最大値 MPa 

σＬｓ１ 運転時質量によるラグの曲げ応力 MPa 

σＴｓ１，σＴｓ２ 振れ止めの引張応力及び曲げ応力 MPa 

σＬｓ２ 水平方向地震力によるラグの曲げ応力 MPa 

σＬｓ７ 鉛直方向地震力によるラグの曲げ応力 MPa 

σＬｘｅ１，σＬｘｅ２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の軸方向一次応力の和 

MPa 

σＴｘｅ１，σＴｘｅ２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の軸方向一次応力の和 

MPa 

σＬφｅ１，σＬφｅ２

 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の周方向一次応力の和 

MPa 

σＴφｅ１，σＴφｅ２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の周方向一次応力の和 

MPa 

σＬ２ｘｅ１， 

σＬ２ｘｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の軸方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＴ２ｘｅ１， 

σＴ２ｘｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の軸方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＬ２φｅ１， 

σＬ２φｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の周方向一次応力＋二次応力 

MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

σＴ２φｅ１， 

σＴ２φｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の周方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＬφ１，σＬｘ１ 内圧による胴のラグ付根部の周方向及び軸方向応力 MPa 

σＴφ１，σＴｘ１ 内圧による胴の振れ止め付根部の周方向及び軸方向応力 MPa 

σφ２ 静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 MPa 

σＬｘ２ 運転時質量による胴のラグ付根部及び軸方向応力 MPa 

σＴｘ２ 運転時質量による胴の振れ止め付根部及び軸方向応力 MPa 

σＬφ３，σＬｘ３ 運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴のラグ付根部の

周方向及び軸方向応力 

MPa 

σＴφｒ ，σＴｘｒ 運転時質量により生じる半径方向荷重による胴の振れ止め付根部の周

方向及び軸方向応力 

MPa 

σＬｘ４ 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴のラグ付根

部の軸方向応力 

MPa 

σＴｘ４ 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の振れ止め

付根部の軸方向応力 

MPa 

σＬφ５，σＬｘ５ 水平方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴のラグ

付根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＬ２φ５，σＬ２ｘ５ 水平方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴のラグ

付根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＬφ７，σＬｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴のラグ付

根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＬ２φ７，σＬ２ｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴のラグ付

根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＴφ７，σＴｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴の振れ止

め付根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＴ２φ７，σＴ２ｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴の振れ止

め付根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＴφｒＨ， 

σＴｘｒＨ 

水平方向地震力が作用した場合の半径方向荷重による胴の振れ止め付

根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＴ２φｒＨ， 

σＴ２ｘｒＨ 

水平方向地震力が作用した場合の半径方向荷重による胴の振れ止め付

根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＬｘ１１ 鉛直方向地震力によるラグ付根部の胴断面に生じる引張応力 MPa 

σＴｘ１１ 鉛直方向地震力による振れ止め付根部の胴断面に生じる引張応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

σＬφ１２，σＬｘ１２ 鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴のラグ付根

部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＴφｒＶ，σＴｘｒＶ 鉛直方向地震力により生じる半径方向荷重による胴の振れ止め付根部

の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＬ２φ１２， 

σＬ２ｘ１２ 

鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴のラグ付根

部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＴ２φｒＶ， 

σＴ２ｘｒＶ 

鉛直方向地震力により生じる半径方向荷重による胴の振れ止め付根部

の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

τＬ３ 水平方向地震力により胴のラグ付根部に生じるねじりモーメントによ

るせん断応力 

MPa 

τＴ３ 水平方向地震力により胴の振れ止め付根部に生じるねじりモーメント

によるせん断応力 

MPa 

τＴｂ 振れ止めの取付ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τＳ シアーラグに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τＬｃ１ 水平方向地震力により胴のラグ付根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τＴｃ１ 水平方向地震力により胴の振れ止め付根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τ Ｌ １  運転時質量により胴のラグ付根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ Ｌ ２  水平方向地震力により胴のラグ付根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ Ｌ ６  鉛直方向地震力により胴のラグ付根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τＬｓ１ 運転時質量によるラグのせん断応力 MPa 

τＴｓ１ 運転時質量と地震力による振れ止めのせん断応力 MPa 

τＬｓ２ 水平方向地震力によるラグのせん断応力 MPa 

τＬｓ７ 鉛直方向地震力によるラグのせん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と

する。 

長

さ
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3. 評価部位 

残留熱除去系熱交換器の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，胴板（ラグ付根部及び振れ止め付根部），ラグ，振れ止め，取付ボルト（ラグ部

及び振れ止め部），シアーラグについて実施する。残留熱除去系熱交換器の耐震評価部位につ

いては，表2-1の概略構造図に示す。 

なお，残留熱除去系熱交換器はＡ号機とＢ号機で架台の形状が異なるため，Ａ号機とＢ号機

それぞれについて耐震評価を実施する。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 容器及び内容物の質量はラグの中心を基準にして  部分に分け，各部分の全質量が，そ

れぞれの重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則とし

て，応力評価において組合せるものとする。なお，取付ボルトにおいては，作用する荷重

の算出において組合せるものとする。 

(3) 容器の胴は4 個のラグで支持され，ラグはそれぞれ架台に取付ボルトで取り付いている。

また，容器の胴は4 個の振れ止めで横揺れを押さえられており，振れ止めはそれぞれ振れ

止めサポートに取付ボルトで取り付いている。 

(4) 水平方向は，胴をはりと考え，変形モードは胴の曲げ及びせん断変形を考慮する。胴の

鉛直方向は剛とみなす。 

(5) 胴板とラグ及び振れ止めとの取付部において胴板の局部変形を考慮する。 

(6)  ラグは，胴の半径方向にスライド可能とし，半径方向の荷重は受けもたないものとする。

また，円周方向の荷重に対しては，取付ボルト間の中心を軸とする回転方向に自由度を有

しているものとする。 

(7) 振れ止めは，胴の鉛直方向にスライド可能とし，鉛直方向の荷重は受けもたないものと

する。  
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱除去系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表4-1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4-2に示す。 

 

4.2.2  許容応力 

残留熱除去系熱交換器の許容応力は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」に

基づき表4-3及び表4-4のとおりとする。 

   

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

残留熱除去系熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表4-5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4-6に示す。 

 

 



 

表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

耐震重要度分類
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

残留熱除去 

設備 

残留熱除去系 

熱交換器 
Ｓ クラス２容器＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス２容器の支持構造物を含む。 

 

表 4-2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

残留熱除去 

設備 

残留熱除去系 

熱交換器 

常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

＊3 

1
4
 

 
 

＊2 



 

 

 

表4-3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 

   一次＋ 

 二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみに

よる疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下で

あること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ 以下であれば，疲労解析は不要 
ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，Ⅳ

ＡＳの許容限界を用

いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不要 

注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略

する。 

   ＊2：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替え

る。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊2 

＊2 

1
5
 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

*1 



 

 

 

表4-4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ラグ及び振れ止め） 

許容限界＊1，＊2 

（取付ボルト） 

許容限界＊1，＊2 

（シアーラグ） 

一次応力 一次応力    一次応力 

組合せ 引張り せん断 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容

限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略

する。 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

1
6
 

＊ ＊＊ ＊



 

 

 

表 4-5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

胴板 SB410 最高使用温度 249 － 180 391 － 

ラグ 
SM400A 

（40 mm＜厚さ≦75 mm）
最高使用温度 249 － 160 373 － 

振れ止め 
SM400A 

（16 mm＜厚さ≦40 mm）
最高使用温度 249 － 173 373 － 

取付ボルト 周囲環境温度 － 764 906 － 

シアーラグ 周囲環境温度 － 211 394 － 

 

表 4-6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

胴板 SB410 最高使用温度 249 － 180 391 － 

ラグ 
SM400A 

（40 mm＜厚さ≦75 mm）
最高使用温度 249 － 160 373 － 

振れ止め 
SM400A 

（16 mm＜厚さ≦40 mm）
最高使用温度 249 － 173 373 － 

取付ボルト 周囲環境温度 － 685 847 － 

シアーラグ 周囲環境温度 － 194 373 － 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

1
7
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4.3 解析モデル及び諸元 

 残留熱除去系熱交換器の解析モデルを図4-1～図4-2に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の諸元を表4-7に示す。 

(1) 熱交換器本体及び架台をはり要素でモデル化する。なお，架台の形状が異なることから，

Ａ号機とＢ号機それぞれをモデル化する。 

(2) 熱交換器本体を  質点系振動モデルとして考える。 

(3) 拘束条件は，壁面及び床面と架台の取合い部を完全拘束とし，ラグ及び振れ止めは一方

向にスライド可能とする。 

(4) 解析コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類

「Ⅴ-5-3 計算機プログラム（解析コード）の概要・ＳＡＰ－Ⅳ」に示す。 

 

 

 

 

図4-1 解析モデル（Ａ号機） 
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図4-2 解析モデル（Ｂ号機） 
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表4-7 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍ０ kg 

温度条件 

（最高使用温度又

は雰囲気温度） 

Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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4.4 固有周期 

 固有値解析の結果を表4-8及び表4-9に，振動モード図を図4-3及び図4-4に示す。 

 

   表 4-8 固有値解析結果（Ａ号機） 

モード 
固有周期 

（ s ） 
卓越方向 

刺激係数 

ＥＷ方向 ＮＳ方向 鉛直方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

 

   表 4-9 固有値解析結果（Ｂ号機） 

モード 
固有周期 

（ s ） 
卓越方向 

刺激係数 

ＥＷ方向 ＮＳ方向 鉛直方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

7 次 
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図4-3 振動モード（Ａ号機） 
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図4-4 振動モード（Ｂ号機） 
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4.5 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類

「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は添付書類

「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表4-10及び表4-11に示す。 

 

 

表 4-10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

（％） 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 鉛直方向

原子炉建屋 

EL. 2.0 ＊1 

0.198 

(Ａ号機)

0.066 

(Ａ号機)
ＣＨ＝0.63

又は＊2 

ＣＶ＝0.50 

又は＊2 

ＣＨ＝0.73 

又は＊3 

ＣＶ＝0.64 

又は＊3 
1.0＊4 1.0＊4 

0.196 

(Ｂ号機)

0.069 

(Ｂ号機)

注記 ＊1:基準床レベルを示す。 

 ＊2:弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

 ＊3:基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

 ＊4：溶接構造物に適用される減衰定数の値 

 

表 4-11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

（％） 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 鉛直方向

原子炉建屋 

EL. 2.0 ＊1 

0.198 

(Ａ号機)

0.066 

(Ａ号機)

－ － 
ＣＨ＝0.73 

又は＊2 

ＣＶ＝0.64 

又は＊2 
1.0＊3 1.0＊3 

0.196 

(Ｂ号機)

0.069 

(Ｂ号機)

注記 ＊1:基準床レベルを示す。 

 ＊2:基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3:溶接構造物に適用される減衰定数の値 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

応力計算は，ＳＲＳＳ法を用いて行い，水平震度については，ＥＷ方向及びＮＳ方向

の場合に分けて組合せるものとする。 

4.6.1.1 胴板（ラグ付根部）の応力 

(1) 内圧による応力 

 

                         （4.6.1.1.1） 

 

＝0σ ２φ                                                   （4.6.1.1.2） 

 

                        （4.6.1.1.3） 

 

(2) 運転時質量による応力 

  

                                                （4.6.1.1.4） 

 

(3) 鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力 

鉛直方向地震力による荷重Ｆｖは，図4-1及び図4-2に示す解析モデルについて解析

コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 

                         （4.6.1.1.5） 

 

(4) 運転時質量による胴のラグ付根部の応力 

 

図4-9 鉛直荷重により胴及びラグに作用するモーメントと力 
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運転時質量による鉛直方向モーメントＭＬ 及び反力ＲＬは，図4-1及び図4-2に示す

解析モデルについて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

鉛直方向曲げモーメントＭＬ により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引

用文献(2)により次のようにして求める。 

シェルパラメータγＬ及びアタッチメントパラメータβＬ は，以下のように定義

する。 

γＬ＝ｒｍＬ／ｔＬ                                            （4.6.1.1.6） 

βＬ１＝ＣＬ１／ｒｍＬ                                         （4.6.1.1.7） 

βＬ２＝ＣＬ２／ｒｍＬ                                         （4.6.1.1.8） 

 3 2 
２Ｌ１ＬＬ ・ββ＝β                                       （4.6.1.1.9） 

ただし，βＬ ≦0.5 

シェルパラメータγＬ及びアタッチメントパラメータβＬ によって引用文献(2)の

図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

 

 （4.6.1.1.10） 

 

 （4.6.1.1.11） 

 

反力ＲＬによるせん断応力 

 

                                    （4.6.1.1.12） 

 

(5) 鉛直方向地震力による胴のラグ付根部の応力 

鉛直方向地震力による鉛直方向モーメント
ＶＬＭ は，図4-1及び図4-2に示す解析

モデルについて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

鉛直方向地震力による鉛直方向曲げモーメント
ＶＬＭ により生じる周方向応力及

び軸方向応力はシェルパラメータγＬ及びアタッチメントパラメータβＬ によって

引用文献(2)の図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求

める。 

一次応力 

 

（4.6.1.1.13） 

 

（4.6.1.1.14） 

 

 

 

 

2 2 

＊
Ｌφ

Ｌφ３ Ｌ １

Ｌ ｍＬ ｍＬ Ｌ Ｌ

ＭＮ
＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・ｔ ・β
σ

2 2 

＊
Ｌｘ

Ｌｘ３ Ｌ ２

Ｌ ｍＬ ｍＬ Ｌ Ｌ

ＭＮ
＝ ・　 ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β ) ｒ ・ｔ ・β
σ

１

Ｌ
Ｌ

Ｌ２ ＬＣ

Ｒ
＝

4・ ・ｔ
τ

2 2 

＊
Ｌ Ｖφ

Ｌφ１２ Ｌ １

Ｌ Ｖ ｍＬ ｍＬ Ｌ Ｌ

ＭＮ
＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β ・ｔ
σ

2 2 

＊
Ｌ Ｖｘ

Ｌｘ１２ Ｌ ２

Ｌ Ｖ ｍＬ ｍＬ Ｌ Ｌ

ＭＮ
＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β ・ｔ
σ
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二次応力 

 

 （4.6.1.1.15） 

 

  （4.6.1.1.16） 

 

ここで，アタッチメントパラメータβＬ は，次式で表される。ただし，二次応

力を求める場合は更にｋＬ を乗じた値とする。 

 3 2
２Ｌ１ＬＬ ・ββ＝β                                       （4.6.1.1.17） 

 

鉛直方向地震力による反力ＲＬＶは，図4-1及び図4-2に示す解析モデルについて

解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用し，反力ＲＬＶによるせん断応

力は，次式で表される。 

 

                                  （4.6.1.1.18） 

 

(6) 水平方向地震による胴の曲げ応力 

 

                          （4.6.1.1.19） 

 

水平方向地震力による曲げモーメントＭＬＨは，図4-1及び図4-2に示す解析モデ

ルについて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

ここで，胴の断面二次モーメントＩＬは次のように求める。 

 

                               （4.6.1.1.20） 
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Ｌ Ｖφ
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ＬＬｉＬ ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ
8

π
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(7) 水平方向地震力による胴のラグ付根部に作用する荷重及びモーメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-10 ラグに作用する周方向曲げモーメント及びねじりモーメントと力 

 

水平方向地震力による鉛直方向曲げモーメントの最大値ＭＬ１は，図4-1及び図

4-2に示す解析モデルについて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使

用する。 

鉛直方向モーメントＭＬ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

（4.6.1.1.10）式のσＬφ３及び（4.6.1.1.11）式のσＬｘ３と同様にして次式で求める。 

一次応力 

 

  （4.6.1.1.21） 

 

  （4.6.1.1.22） 

 

二次応力 

 

      （4.6.1.1.23） 

 

      （4.6.1.1.24） 

 

ここで，アタッチメントパラメータβＬ は次式で表される。ただし，二次応力

を求める場合は，更にｋＬ を乗じた値とする。 

 

 3 2
２Ｌ１ＬＬ ・ββ＝β                                      （4.6.1.1.25） 

 

 
 

１Ｌ
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水平方向地震による周方向曲げモーメントの最大値ＭＬｃは，図4-1及び図4-2に

示す解析モデルについて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

周方向曲げモーメントＭＬｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，次

式で求める。 

一次応力 

 

（4.6.1.1.26） 

 

 （4.6.1.1.27） 

 

二次応力 

 

    （4.6.1.1.28） 

 

    （4.6.1.1.29） 

 

ここで，アタッチメントパラメータβ ｃＬ は次式で表される。ただし，二次応力を

求める場合は更にｋ ｃＬ を乗じた値とする。 

 3  2 
２Ｌ１ＬｃＬ ・ββ＝β                                      （4.6.1.1.30） 

 

水平方向地震による周方向せん断力の最大値ＱＬ，鉛直方向せん断力の最大値  

ＲＬ１及びねじりモーメントの最大値ＭＬ３は，図4-1及び図4-2に示す解析モデルに

ついて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

周方向せん断力ＱＬによるせん断応力 

 

                                  （4.6.1.1.31） 

 

鉛直方向せん断力ＲＬ１によるせん断応力 

 

                                  （4.6.1.1.32） 

 

ねじりモーメントＭＬ３により生じる胴のせん断応力 

 

                               （4.6.1.1.33） 
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(8) 組合せ応力 

(1)～(7)によって算出される胴のラグ付根部に生じる応力は，以下により組み合

わされる。 

a. 一次一般膜応力 

                              （4.6.1.1.34） 

 

                                           （4.6.1.1.35） 

 

                （4.6.1.1.36） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図4-11  胴（ラグ付根部）の評価点 

 

b. 一次応力 

σＬ１＝Max(σＬ１１，σＬ１２)                               （4.6.1.1.37） 

 

 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の一次応力は，次式で求め

る。 

第1評価点 

               （4.6.1.1.38） 

 

     （4.6.1.1.39） 
 

 

    （4.6.1.1.40） 
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第2評価点 

                                   （4.6.1.1.41） 

 

       （4.6.1.1.42） 

 

 

 

    （4.6.1.1.43） 

 

 

 

c. 胴の一次＋二次応力の変動値 

σＬ２＝Max(σＬ２１，σＬ２２)                                （4.6.1.1.44） 

 

 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震のみによる 

一次＋二次応力の変動値は，次式で求める。 

第1評価点 

       （4.6.1.1.45） 

 

 

       （4.6.1.1.46） 

 

 

    （4.6.1.1.47） 

 

 

 

第2評価点 

                                （4.6.1.1.48） 

 

          （4.6.1.1.49） 

 

 

 

         （4.6.1.1.50） 

 
 

 
 

Ｌφ７Ｌφ１Ｌφｅ２ ＋σ＝σσ

２２

Ｌｘ１１Ｌｘ７Ｌｘ４Ｌｘ２Ｌｘ１Ｌｘｅ２ ＋σ＋σσ＋＋σ＝σσ

} 
τ＋)＋τ(τ＋τ・

)σ(σ

σσ ・{
2

1
σ

 2 
２２

２

６ＬＬ３２Ｌ１Ｌ

２ｅｘＬ２ｅφＬ

２ｅｘＬ２ｅφＬ１２Ｌ

4 ＋

－
＋              

＋ ＝

２２

Ｌ２φ１２Ｌφ１２Ｌ２φ５Ｌφ５Ｌ２φｅ１ ＋σσ＋＋σσ＝σ

２

２

Ｌ２ｘ１２Ｌｘ１２Ｌｘ１１

Ｌ２ｘ５Ｌｘ５Ｌｘ４

Ｌ２ｘｅ１
＋σ＋σσ　　　＋

＋σ＋σσ
＝σ

２２

Ｌ３Ｌｃ１Ｌ２ｘｅ１Ｌ２φｅ１

Ｌ２ｘｅ１Ｌ２φｅ１Ｌ２１

＋ττ＋－σσ　　　　　　　＋

＋σ＝σσ

4

７φＬ２７φＬ２ｅ２φＬ ＋σ＝σσ

２２

Ｌｘ１１Ｌ２ｘ７Ｌｘ７Ｌｘ４Ｌ２ｘｅ２ ＋σ＋σ＋σσ＝σ

 2 
２２

２

)＋τ(τ＋τ・     

)σ(σ

σσ＝σ

Ｌ３２Ｌ６Ｌ

２ｅ２ｘＬ２ｅ２φＬ

２ｅ２ｘＬ２ｅ２φＬ２２Ｌ

4 ＋

－
＋

＋

               



 

32 

 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
2
-
5
-
4
-
1
-
1
 
R
0
 

4.6.1.2 胴板（振れ止め付根部）の応力 

(1) 内圧による応力 

 

                         （4.6.1.2.1） 

 

＝0σφ２                                                   （4.6.1.2.2） 

 

                         （4.6.1.2.3） 

 

(2) 運転時質量による応力 

 

                                   （4.6.1.2.4） 

 

 

(3) 鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力 

鉛直方向地震力による荷重ＦＶは，図4-1及び図4-2に示す解析モデルについて解析

コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 

                            （4.6.1.2.5） 

 

 

(4) 運転時質量による胴の振れ止め付根部の応力 

振れ止めは，鉛直方向にスライド可能であるため，振れ止め付根部に運転時質量

による鉛直方向モーメント及び反力は，生じないものとする。 

 

図4-12 胴及び振れ止めに作用するモーメントと力 

 

Ｔ

Ｔｉｒ
φ１Ｔ

2・ｔ

）1.2・ｔ＋（Ｄ ・Ｐ
＝σ

Ｔ

Ｔｉｒ
Ｔ

4・ｔ

）1.2・ｔ ＋（Ｄ ・Ｐ
＝σ １ｘ

ＴＴｉ

０
ｘ２Ｔ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

・ｍ
σ ＝

ｇ

Ｖ
Ｔｘ11

ｉ Ｔ Ｔ

＝
Ｆ

・(Ｄ ＋ｔ )・ｔ
σ

π



 

33 

 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
2
-
5
-
4
-
1
-
1
 
R
0
 

運転時質量により半径方向に働く荷重ＦＴr は，図4-1及び図4-2に示す解析モデル

について解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

半径方向に働く荷重ＦＴr により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引用文

献(2)により次のようにして求める。 

シェルパラメータγＴ及びアタッチメントパラメータβＮは，Ｋ１Ｎ を用いて以下

のように定義する。 

γＴ＝ｒｍＴ／ｔＴ                                            （4.6.1.2.6） 

βＴ１＝ＣＴ１／ｒｍＴ                                          （4.6.1.2.7） 

βＴ２＝ＣＴ２／ｒｍＴ                                          （4.6.1.2.8） 

２Ｔ１Ｔ１Ｎ２Ｔ１ＴＮ ・ββ１－Ｋ・－１β／β・１－１／３＝β ・     （4.6.1.2.9） 

 

シェルパラメータγＴ及びアタッチメントパラメータβＮによって引用文献(2)

の図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

 

                    （4.6.1.2.10） 

 

                    （4.6.1.2.11） 

 

(5) 鉛直方向地震力による胴の振れ止め付根部の応力 

振れ止めは鉛直方向にスライド可能であるため，振れ止め付根部に鉛直方向地震

力による鉛直方向モーメント及び反力は，生じないものとする。 

鉛直方向地震力により半径方向に働く荷重ＦＴrＶは，図4-1及び図4-2に示す解析モ

デルについて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

半径方向に働く荷重ＦＴrＶにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，次のよ

うにして求める。 

一次応力 

 

                    （4.6.1.2.12） 

 

                    （4.6.1.2.13） 

 

 

二次応力 

 

                        （4.6.1.2.14） 

 

                        （4.6.1.2.15） 
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ここで，アタッチメントパラメータβＭは，次式で表される。 

２Ｔ１Ｔ１Ｍ２Ｔ１ＴＭ ・ββ１－Ｋ・－１β／β・１－１／３＝β ・   （4.6.1.2.16） 

 

(6) 水平方向地震による胴の曲げ応力 

 

                          （4.6.1.2.17） 

 

水平方向地震による曲げモーメントＭＴＨは，図4-1及び図4-2に示す解析モデルに

ついて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

ここで，胴の断面二次モーメントＩＴは，次のように求める。 

 

                               （4.6.1.2.18） 

 

(7) 水平方向地震力による胴の振れ止め付根部に作用する荷重及びモーメント 

振れ止めは，鉛直方向にスライド可能であるため，振れ止め付根部に水平方向

地震による鉛直方向曲げモーメント及び鉛直方向せん断力は生じないものとする。 

水平方向地震による周方向曲げモーメントの最大値ＭＴｃは，図4-1及び図4-2に

示す解析モデルについて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

周方向曲げモーメントＭＴｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，次

式で求める。 

一次応力 

 

（4.6.1.2.19） 

 

（4.6.1.2.20） 

 

二次応力 

 

       （4.6.1.2.21） 

 

       （4.6.1.2.22） 

 

 

ここで，アタッチメントパラメータβ ｃＴ は次式で表される。ただし，二次応力

を求める場合は，更にｋ ｃＴ を乗じた値とする。 

 3  2 
２Ｔ１ＴｃＴ ・ββ＝β                                      （4.6.1.2.23） 
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水平方向地震による周方向せん断力の最大値ＱＴ，ねじりモーメントの最大値   

ＭＴ３及び半径方向に働く荷重ＦＴｒＨは，図4-1及び図4-2に示す解析モデルについ

て解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

周方向せん断力ＱＴによるせん断応力 

 

                                 （4.6.1.2.24） 

 

ねじりモーメントＭＴ３により生じる胴のせん断応力 

 

                              （4.6.1.2.25） 

 

半径方向に働く荷重ＦＴｒＨにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

（4.6.1.2.12）式～（4.6.1.2.15）式と同様にして次のようにして求める。 

一次応力 

 

                   （4.6.1.2.26） 

 

                   （4.6.1.2.27） 

 

二次応力 

 

                        （4.6.1.2.28） 

 

                        （4.6.1.2.29） 

 

 

(8) 組合せ応力 

(1)～(7)によって算出される胴の振れ止め付根部に生じる応力は，以下により

組み合わされる。 

a. 一次一般膜応力 

                            （4.6.1.2.30） 

 

１ＴφＴ０φ＝σσ                                           （4.6.1.2.31） 

 

               （4.6.1.2.32） 
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     図4-13  胴（振れ止め付根部）の評価点 

 

b. 一次応力 

σＴ１＝Max(σＴ１１，σＴ１２)                            （4.6.1.2.33） 

 

 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の一次応力は，次式で求め

る。 

第1評価点 

              （4.6.1.2.34） 

 

      （4.6.1.2.35） 

 

 

     （4.6.1.2.36） 

 
 

 

 

第2評価点 

       （4.6.1.2.37） 

 

  （4.6.1.2.38） 

 

 

       （4.6.1.2.39） 
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c. 胴の一次＋二次応力の変動値 

σＴ２＝Max(σＴ２１，σＴ２２)                            （4.6.1.2.40） 

 

 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震のみによる一次＋二

次応力の変動値は，次式で求める。 

イ. 振れ止めの付根部 

第1評価点 

            （4.6.1.2.41） 

 

       （4.6.1.2.42） 

 

 

       （4.6.1.2.43） 

 

第2評価点 

 

       （4.6.1.2.44） 

 

 

   （4.6.1.2.45） 

 

 

            （4.6.1.2.46） 

 

 

 
 

Ｔ２φｅ１＝σ

Ｔ２ｘｅ１＝σ

２２

Ｔ３Ｔｃ１Ｔ２ｘｅ１Ｔ２φｅ１

Ｔ２ｘｅ１Ｔ２φｅ１Ｔ２１

＋ττ＋－σσ　　　　　　　＋

＋σ＝σσ

4

２ｅ２φＴ ＝σ

Ｔ２ｘｅ２＝σ

２２

Ｔ３２ｅ２ｘＴ２ｅ２φＴ

２ｅ２ｘＴ２ｅ２φＴ２２Ｔ

・τ)σ(σ

σσ σ

4 ＋－ ＋

＋＝
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4.6.1.3 ラグの応力 

(1) 運転時質量による応力 

 

                                           （4.6.1.3.1） 

 

 

                                           （4.6.1.3.2） 

 

(2) 鉛直方向地震力による応力 

 

                                           （4.6.1.3.3） 

 

 

                                           （4.6.1.3.4） 

 

(3) 水平方向地震力による応力 

 

                                  （4.6.1.3.5） 

 

 

                           （4.6.1.3.6） 

 

 

(4) 組合せ応力 

ラグの最大応力は，次式で求める。 

 

             （4.6.1.3.7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｌ
Ｌｓ１

Ｌｓｔ

Ｍ
＝
Ｚ

σ

Ｌ
Ｌｓ１

Ｌｓ１

Ｒ
＝

Ａ
τ

Ｌ Ｖ
Ｌｓ７

Ｌｓｔ

Ｍ
＝

Ｚ
σ

ＬＶ
Ｌｓ７

Ｌｓ１

Ｒ
＝

Ａ
τ

ｓＬ

ｃＬ

ｓｔＬ

１Ｌ
２ｓＬ

Ｚ

Ｍ
＋

Ｚ

Ｍ
＝σ

ｓ２Ｌ

Ｌ

ｓｐＬ

３Ｌ

ｓ１Ｌ

１Ｌ
２ｓＬ

Ａ

Ｑ
＋

Ｚ

Ｍ
＋

Ａ

Ｒ
＝τ

２
２２

２
２２

Ｌｓ７Ｌｓ２Ｌｓ１

Ｌｓ７Ｌｓ２Ｌｓ１

ｓＬ

＋ττ＋τ3　　　　＋

＋σσσ
＝σ
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4.6.1.4 振れ止めの応力 

(1) 運転時質量と地震力による応力 

運転時質量と地震力により半径方向に働く荷重ＦＴｓｒ，鉛直方向に働く荷重 

ＦＴＳ  及び曲げモーメントＭＴＳは，図4-1及び図4-2に示す解析モデルについて

解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 

                                            （4.6.1.4.1） 

 

                                            （4.6.1.4.2） 

 

                                            （4.6.1.4.3） 

 

 

(2) 組合せ応力 

振れ止めの最大応力は次式で求める。 

 

                           （4.6.1.4.4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔ

ｒｓＴ
ｓ１Ｔ

Ａ

Ｆ
＝σ

ｓＴ

ｓＴ
ｓ１Ｔ

Ａ

Ｆ
＝τ

ｓＴ

ｓＴ
２ｓＴ

Ｚ

Ｍ
＝σ

ｓＴ ＝σ
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4.6.1.5 取付ボルト（ラグ部）の応力 

  ，  ，  及び     ，    ，     は，図4-1及び図4-2に示す解析モデ

ルについて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。

 （4.6.1.5.1） 

 （4.6.1.5.2） 

 （4.6.1.5.3） 

 （4.6.1.5.4） 

4.6.1.6 取付ボルト（振れ止め部）の応力 

運転時質量と地震力により軸方向に作用する荷重 ＴｂＰ ，締結部の曲げモーメン

ト ＴｂＭ 及びせん断方向に作用する荷重 ＴｂＦ は，図4-1及び図4-2に示す解析モデ

ルについて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。

 （4.6.1.6.1） 

 （4.6.1.6.2） 

4.6.1.7 シアーラグの応力 

シアーラグには，せん断応力のみ発生するものとする。

ＱＳは，図4-1及び図4-2に示す解析モデルについて解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により

得られる値を使用する。 

 （4.6.1.7.1） 

図4-14 シアーラグに作用する力 

Ｌ０１Ｆ

Ｌ１１Ｆ

Ｌ０１ＶＦ

ｂＬＬ

２

Ｌ０１Ｖ

２

Ｌ１１Ｌ０１
Ｌｂ

・Ａｎ

＋ＦＦＦ
＝σ

Ｔｂσ

ｂＴＴ

Ｔｂ
ｂＴ

・Ａｎ

Ｆ
＝τ

Ｓ
Ｓ

Ｓ

Ｑ
＝

Ａ
τ

ＬＶＲＬ１ＲＬＲ ＬＭ Ｌ１Ｍ Ｌ ＶＭ
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【残留熱除去系熱交換器の耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 胴の応力評価 

4.6.1.1項及び4.6.1.2項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ

以下であること。ただし，Ｓａは4.2.2項 表4-3による。 

 

4.8.2 ラグ及び振れ止めの応力評価 

4.6.1.3項で求めたラグ及び4.6.1.4項で求めた振れ止めの組合せ応力が許容応力ƒｔ以

下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

Ｆ
・1.5

1.5  

Ｆ
・1.5

1.5  

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

＊
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4.8.3 取付ボルトの応力評価 

4.6.1.5項及び4.6.1.6項で求めた取付ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張

応力 ｔｓf 以下であること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]                        (4.8.3.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下である

こと。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5
2

Ｆ

 
・1.5
2

Ｆ

 

許容せん断応力

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ

 
・1.5
31.5・

Ｆ

 

 

 

 

4.8.4 シアーラグの応力評価 

4.6.1.7項で求めたシアーラグのせん断応力が許容せん断応力ƒｓｂ 以下であること。

ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容せん断応力

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ

 
・1.5
31.5・

Ｆ

 

 

 

＊
 

＊
 

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

残留熱除去系熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系熱交換器の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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(2) Wichman，K.R. et al.: Local Stresses in Spherical and Cylindrical Shells due to 

External Loadings，Welding Research Council bulletin，March 1979 revision of 

WRC bulletin 107 / August 1965. 
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

  1. 設計基準対象施設　残留熱除去系熱交換器Ａ号機

1.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

Ｓ 3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

1.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 160 192

 

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ（シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 173 207 764 906 634 634 211 394 211 253

  

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊3：周囲環境温度で算出

4
4

水平方向 鉛直方向

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１ ｋＴｃ１ ｋＴｃ２ｋＬｃ２

ＣＨ＝0.63

又は＊2

ＣＶ＝0.50

又は＊2

ＣＨ＝0.73

又は＊3

ＣＶ＝0.64

又は＊3

耐 震 設 計 上 の
重 要 度 分 類

据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ａ号機

原子炉建屋

* 3 * 3

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２ＣＬ ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 1* 1 * 1 *1 * 1

＊

*1 * 1

＊ * 2 * 2 * 2 * 2

*3 * 3

＊
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1.3 計 算 数 値（Ａ号機）

 1.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

4
5

σＬφ１＝ － － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝

σＬφ１＝ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬ０＝σＬｘ11＝σＬｘ２＝

－ － －

σＬｘ４＝

－ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝

σＬφ１＝ － － －

σＬ０＝

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ11＝

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝

σＬｘ４＝

－

自 重 に よ る 応 力

周 方 向

軸 方 向

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

せ ん 断

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

地
震
の
種
類

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

地
震
の
種
類

基準地震動
Ｓｓ

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 93 － － 5 － 7 － － 7

軸 方 向 47 － 4 3 4 4 － 4 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 95

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

周 方 向 93 － － 5 － 8 － － 7

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 95

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

4
6 応    力

周 方 向 93 － － 5 － 8 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6

周 方 向 93 － － 5 － 9 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

σＬφ12＝

σＬｘ11＝σＬｘ２＝

σＬｘ11＝

τＬ３＝

σＬｘ５＝

σＬφ５＝

σＬｘ４＝

σＬｘ１＝ σＬｘ４＝

σＬｘ11＝

σＬｘ２＝ σＬｘ３＝

σＬｘ７＝

σＬφ12＝

σＬｘ12＝σＬｘ２＝

σＬφ３＝

σＬｘ12＝

σＬφ12＝

σＬｘ５＝ σＬｘ11＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬｘ４＝σＬｘ２＝

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝

評
価
点

σＬφ５＝

σＬφ１＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝

σＬｘ１＝

σＬｘ１＝

σＬφ１＝

σＬφ１＝

σＬｘ３＝ σＬｘ４＝

σＬφ３＝ σＬφ５＝

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力
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地
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向

Ｓｓ
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l l
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l lll l
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運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点



NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0

   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

7 9 7 10

4 4 17 4 4 17 70

0 4

1 3

4 4 1 1 20

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

7 9 8 10

4 4 17 4 5 18 73

0 4

1 4

4 4 1 2 22

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

9 12 8 10

4 5 21 4 5 18 81

0 4

1 3

4 4 1 1 23

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

9 12 9 11

4 5 21 4 5 20 84

0 4

1 4

4 4 1 2 25

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

4
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σＬ22＝

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向

－

σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ －

周 方 向 － － －

－ σＬｘ４＝ －

σＬｘ４＝軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬ21＝

σＬ22＝

せ ん 断

せ ん 断 τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

τＬ３＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

地
震
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類

地
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の
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向
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価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＬｘ４＝

τＬ３＝

τＬ３＝ τＬｃ１＝

σＬｘ11＝ － －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

－σＬφ５＝ σＬ2φ5＝

σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝

σＬ22＝

せ ん 断

－ σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

－σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝

周 方 向 － － －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬ22＝

せ ん 断

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

τＬ３＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ －

σＬ21＝

せ ん 断 －

周 方 向 － － － －

σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ －

σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －周 方 向 －

軸 方 向 σＬｘ11＝

σＬφ12＝

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力
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 1.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

4
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σＴ０＝

－ － －

σＴ０＝

σＴ０＝

－ －

－ － －

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

σＴφ１＝

σＴφ１＝ － － －

σＴｘ１＝ σＴｘ11＝σＴｘ２＝ σＴｘ４＝

σＴｘ４＝

σＴ０＝

－

σＴφ１＝ － － －

σＴφ１＝ － － －

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝

－ － －

－

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

－ －

σＴｘ４＝

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 65 － － 0 － 13 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 － 3 1 σＴ１１＝ 78

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 0 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 13 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 1 3 1 σＴ１２＝ 78

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 14 － 3 1 σＴ１１＝ 79

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 1 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 14 1 3 1 σＴ１２＝ 80

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

4
9 応    力

周 方 向 65 － － 0 － 14 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 － 3 1 σＴ１１＝ 79

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 0 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 1 3 1 σＴ１２＝ 79

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 － 3 1 σＴ１１＝ 80

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 1 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 1 3 1 σＴ１２＝ 81

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＶ＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ７＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴｘ11＝

σＴφ１＝

σＴｘ１＝ σＴｘ４＝

σＴφｒ ＝

σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝

σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝σＴφ１＝

σＴφ７＝

σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφｒＶ＝

σＴｘｒＶ＝σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝

σＴｘ１＝ σＴｘ４＝ σＴｘ７＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴφｒ ＝

σＴｘｒ ＝
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価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝
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自 重 に よ る 応 力
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に よ る 応 力
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に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
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(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

1 2 13 35

3 1 2 4 13 33 97

0 0

1 2 13 35 1 3

3 1 2 4 13 33 1 2 101

0

1 2 14 38

3 1 2 4 14 36 106

0 1

1 2 14 38 1 4

3 1 2 4 14 36 1 2 111

0

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 2 14 36

3 1 2 4 13 34 101

0 0

1 2 14 36 1 3

3 1 2 4 13 34 1 2 106

0

1 2 15 41

3 1 2 4 15 39 113

0 1

1 2 15 41 1 4

3 1 2 4 15 39 1 2 119

0

5
0

－

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝σＴｘｒＨ＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝

周 方 向

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝周 方 向

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－ τＴ３＝

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

せ ん 断

軸 方 向 σＴｘ11＝

σＴφｒＨ＝

τＴ３＝

σＴ2φｒＨ＝

σＴ2ｘｒＨ＝

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝

τＴ３＝

－

－

せ ん 断 －

周 方 向 －

σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

σＴ21＝

τＴｃ１＝

σＴ2φ7＝σＴφ７＝

－

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

せ ん 断

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝

－

軸 方 向 σＴｘ11＝

－

σＴ2φｒＶ＝周 方 向 － －

σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝

σＴφｒＶ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

τＴｃ１＝

σＴｘ４＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

－

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ － σＴ21＝σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴ2φｒＨ＝

σＴ2ｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝

σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝周 方 向

せ ん 断 － τＴ３＝

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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1.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

3 5 4 7 4 7 σＬｓ＝ 27

3 τＬｓ1＝ 5 4 8 4 7 σＬｓ＝ 28

3 5 4 8 4 9 σＬｓ＝ 30

3 τＬｓ1＝ 5 5 9 4 9 σＬｓ＝ 30

1.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

11 1 2 σＴｓ＝ 12

12 τＴｓ1＝ 1 2 σＴｓ＝ 13

11 1 2 σＴｓ＝ 13

12 τＴｓ1＝ 1 2 σＴｓ＝ 14

1.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力 1.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

355 － σＴｂ＝ 60 τＴｂ＝ 1

358 － σＴｂ＝ 66 τＴｂ＝ 2

401 － σＴｂ＝ 62 τＴｂ＝ 2

405 － σＴｂ＝ 71 τＴｂ＝ 2

1.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ 12

－ 13

－ 13

－ 14

5
1

τＳ＝

τＳ＝

地震の種類

τＳ＝

τＳ＝

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地 震 の 方 向

σＴｓ１＝

地 震 の 方 向

σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

σＴｓ２＝

τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

地震の種類

σＴｓ１＝

地 震 の 方 向

地震の種類

σＬｓ１＝

σＬｓ１＝

地 震 の 方 向

σＬｓ１＝

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝

τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ τＬｓ７＝σＬｓ７＝τＬｓ２＝

σＬｓ７＝

σＬｓ２＝

σＬｓ２＝ τＬｓ２＝τＬｓ1＝

σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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1.4. 結  論（Ａ号機）

 1.4.1 固有周期

１次

２次

３次

４次

５次

 1.4.2 応    力

（単位：MPa）

σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 180 σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 σＬ１＝ 108 Ｓａ＝ 270 σＬ１＝ 110 Ｓａ＝ 351

σＬ２＝ 73 Ｓａ＝ 360 σＬ２＝ 84 Ｓａ＝ 360

σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 180 σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 σＴ１＝ 80 Ｓａ＝ 270 σＴ１＝ 81 Ｓａ＝ 351

σＴ２＝ 111 Ｓａ＝ 360 σＴ２＝ 119 Ｓａ＝ 360

SM400A σＬｓ＝ 28 fＬｔ＝ 160 σＬｓ＝ 30 fＬｔ＝ 192

SM400A σＴｓ＝ 13 fＴｔ＝ 173 σＴｓ＝ 14 fＴｔ＝ 207

σＴｂ＝ 66 fＴｔｓ＝ 475
＊ σＴｂ＝ 71 fＴｔｓ＝ 475

＊

SCM435

せ  ん  断 τＴｂ＝ 2 fＴｓｂ＝ 366 τＴｂ＝ 2 fＴｓｂ＝ 366

SM400A τＳ＝ 13 fＳｓｂ＝ 121 τＳ＝ 14 fＳｓｂ＝ 146

注記 ＊：ƒＴｔｓ＝Min[1.4・ƒＴｔｏ－1.6・τＴb， ƒＴｔｏ]より算出

5
2

取付ボルト
（ラグ部）

取付ボルト
（振れ止め部）

シアーラグ

モ  ー  ド

部     材

胴     板
（ラグ付根部）

胴     板
（振れ止め
  付根部）

ラ     グ

振れ止め

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
材     料 応     力

卓  越

方  向

固  有  周  期
（ｓ）

一次一般膜

一      次

一次＋二次

組  合  せ

SCM435

せ  ん  断

引　張　り

一次一般膜

一      次

一次＋二次

組  合  せ

引　張　り σＬｂ＝ 405 fＬｔｏ＝ 475σＬｂ＝ 358 fＬｔｏ＝ 475

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

 2. 設計基準対象施設　残留熱除去系熱交換器Ｂ号機

2.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

Ｓ 3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

2.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 160 192

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ(シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 173 207 764 906 634 634 211 394 211 253

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊3：周囲環境温度で算出

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１ ｋＬｃ２ ｋＴｃ１ ｋＴｃ２

ＣＨ＝0.63

又は＊2

ＣＶ＝0.50

又は＊2

ＣＨ＝0.73

又は＊3

ＣＶ＝0.64

又は＊3

5
3

水平方向 鉛直方向

耐 震 設 計 上 の
重 要 度 分 類

据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ｂ号機

原子炉建屋

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 1* 1 * 1 *1 * 1

＊

*1 * 1

＊ * 2 * 2 * 2 * 2 ＊

ＣＬ ２
l

*1

* 3 * 3 *3 * 3
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2.3 計 算 数 値（Ｂ号機）

 2.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

（mm2）

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝ σＬ０＝

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝

－ －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝ σＬｘ11＝ σＬ０＝

σＬφ１＝ － － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

5
4

σＬφ１＝ － － －

－ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝

σＬφ１＝ － － －

σＬφ１＝ －

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ
Ｗ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時) 鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時) 鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 93 ― ― 5 ― 6 ― ― 6

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 106

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 3 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 95

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 4

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 6

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 107

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 95

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 （mm
2
） τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 4

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

5
5 応    力

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 3 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝σＬｘ７＝

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝

σＬｘ12＝σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬｘ11＝

σＬφ12＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

基

準

地

震

動

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｓ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力 曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

6 8 6 8

3 4 13 4 4 14 58

0 3

1 8

3 4 2 3 24

τＬ ６＝ 4 0 τＬ ２＝ 2

6 8 7 9

3 4 13 4 4 16 62

0 4

1 7

3 4 2 3 24

τＬ ６＝ 4 0 τＬ ２＝ 2

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

7 9 7 9

3 4 17 4 4 15 67

0 4

1 9

3 4 3 4 29

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

7 9 7 10

3 4 17 4 4 17 71

0 4

1 8

3 4 2 4 28

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

τＬ３＝ τＬｃ１＝

周 方 向 － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

－ σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝

σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

－ σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬ22＝

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力
組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ） 転倒モーメント

 に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力

σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

周 方 向 － － － － σＬφ７＝

せ ん 断 τＬ３＝

σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ） 転倒モーメント

 に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－ σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝

5
6

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

Ｅ

Ｗ

方

向
l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
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価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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 2.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

65 ―

33 ― 3 3 2 65

― ―

65 ―

33 ― 3 3 2 65

― ―

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

（mm2）

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝ σＴ０＝

― ― ―

σＴ０＝

― ― ―

σＴｘ４＝

― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝

σＴ０＝

― ― ―

σＴｘ４＝ σＴｘ11＝ σＴ０＝

σＴφ１＝ ― ― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝

5
7

σＴφ１＝ ― ― ―

― ― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝

σＴφ１＝ ― ― ―

σＴφ１＝ ―

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 65 ― ― 1 ― 14 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 14 ― 2 1 σＴ１１＝ 80

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 14 3 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 14 6 2 1 σＴ１２＝ 82

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 16 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 16 ― 2 1 σＴ１１＝ 81

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 16 3 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 16 5 2 1 σＴ１２＝ 84

せ ん 断 ― ― ― （mm
2
） τＴ３＝ 0 ―

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

5
8 応    力

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 ― 2 1 σＴ１１＝ 81

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 6 2 1 σＴ１２＝ 84

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 ― 2 1 σＴ１１＝ 82

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 6 2 1 σＴ１２＝ 85

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方
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Ｓｄ
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Ｓ
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g

g

g

gg

g

g

g

gg

基

準

地

震

動

Ｓｓ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

1 3 14 38

2 1 3 3 14 36 110

0 3

1 3 14 38 3 26

2 1 3 3 14 36 6 14 161

0

1 3 16 42

2 1 3 3 16 41 121

0 3

1 3 16 mm2） 3 24

2 1 3 3 16 41 5 13 169

0

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 3 15 40

2 1 3 4 15 38 117

0 3

1 3 15 40 4 31

2 1 3 4 15 38 6 16 177

0

1 3 17 45

2 1 3 4 16 43 129

0 3

1 3 17 45 4 28

2 1 3 4 16 43 6 15 185

0

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

周 方 向 －

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 － τＴ３＝

5
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組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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 2.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

3 5 4 6 3 6 σＬｓ＝ 23

3 τＬｓ1＝ 5 4 7 3 6 σＬｓ＝ 24

3 5 4 7 4 7 σＬｓ＝ 26

3 τＬｓ1＝ 5 4 8 4 7 σＬｓ＝ 26

 2.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

12 21 12 σＴｓ＝ 43

13 τＴｓ1＝ 20 11 σＴｓ＝ 41

12 25 14 σＴｓ＝ 50 （mm2）

14 τＴｓ1＝ 23 13 σＴｓ＝ 48

 2.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力  2.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

311 － σＴｂ＝ 183 τＴｂ＝ 30

315 － σＴｂ＝ 178 τＴｂ＝ 28

348 － σＴｂ＝ 210 τＴｂ＝ 35

352 － σＴｂ＝ 204 τＴｂ＝ 33

 2.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ 11

－ 12

－ 11

－ 12

τＳ＝

τＳ＝

τＳ＝

τＳ＝

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類 地 震 の 方 向

地震の種類 地 震 の 方 向 地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｂ＝

σＬｂ＝

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ７＝

τＬｓ1＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ２＝

6
0

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｓ１＝

σＬｓ１＝

地震の種類 地 震 の 方 向

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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2.4 結  論（Ｂ号機）

 2.4.1 固有周期

１次

２次

３次

４次

５次

６次

 2.4.2 応    力 （mm2）

（単位：MPa）

σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 180 σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 σＬ１＝ 107 Ｓａ＝ 270 σＬ１＝ 108 Ｓａ＝ 351

σＬ２＝ 62 Ｓａ＝ 360 σＬ２＝ 71 Ｓａ＝ 360

σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 180 σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 σＴ１＝ 84 Ｓａ＝ 270 σＴ１＝ 85 Ｓａ＝ 351

σＴ２＝ 169 Ｓａ＝ 360 σＴ２＝ 185 Ｓａ＝ 360

SM400A σＬｓ＝ 24 fＬｔ＝ 160 σＬｓ＝ 26 fＬｔ＝ 192

SM400A σＴｓ＝ 43 fＴｔ＝ 173 σＴｓ＝ 50 fＴｔ＝ 207

σＴｂ＝ 183 fＴｔｓ＝ 475
＊ σＴｂ＝ 210 fＴｔｓ＝ 475

＊

SCM435

せ  ん  断 τＴｂ＝ 30 fＴｓｂ＝ 366 τＴｂ＝ 35 fＴｓｂ＝ 366

SM400A τＳ＝ 12 fＳｓｂ＝ 121 τＳ＝ 12 fＳｓｂ＝ 146

注記 ＊：ƒＴｔｓ＝Min[1.4・ƒＴｔｏ－1.6・τＴb， ƒＴｔｏ]より算出

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

fＬｔｏ＝ 475315 fＬｔｏ＝ 475 σＬｂ＝ 352

取付ボルト
（振れ止め部）

引　張　り

シアーラグ せ  ん  断

σＬｂ＝

ラ     グ 組  合  せ

振れ止め 組  合  せ

取付ボルト
（ラグ部）

SCM435 引　張　り

6
1

胴     板
（ラグ付根部）

一次一般膜

一      次

一次＋二次

モ  ー  ド
卓  越固  有  周  期

（ｓ） 方  向

胴     板
（振れ止め
  付根部）

一次一般膜

一      次

一次＋二次

部     材 材     料 応     力

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

  3. 重大事故等対処設備　残留熱除去系熱交換器Ａ号機

3.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

3.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 － 192

 

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ（シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 － 207 685 847 － 592 194 373 － 232

  

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊3：周囲環境温度で算出

6
2

水平方向 鉛直方向

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１

－ －
ＣＨ＝0.73

又は＊2

ＣＶ＝0.64

又は＊2

ｋＴｃ１ ｋＴｃ２

常設耐震／防止
常設／緩和

ｋＬｃ２

設 備 分 類
据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ａ号機

原子炉建屋

* 3 * 3

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２ＣＬ ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 1* 1 *1 * 1

＊

*1 * 1

＊ * 2 * 2 * 2 * 2

*3 * 3

＊

*1
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3.3 計 算 数 値（Ａ号機）

 3.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ － －

－ －

－ －

－ － －

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

93 －

47 － 4 5 4 93

－ －

6
3

σＬφ１＝ － － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝

σＬφ１＝ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ11＝

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝

－

自 重 に よ る 応 力

周 方 向

軸 方 向

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

せ ん 断

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

地
震
の
種
類

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

地
震
の
種
類

基準地震動
Ｓｓ

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

6
4 応    力

周 方 向 93 － － 5 － 8 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6

周 方 向 93 － － 5 － 9 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

σＬφ12＝σＬφ５＝

－

－

－

－

－

－
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価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝

評
価
点

地
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向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

基

準

地

震

動

Ｅ

Ｗ

方

向
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向

地
震
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向
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自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力
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   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－ －

－ －

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

9 12 8 10

4 5 21 4 5 18 81

0 4

1 3

4 4 1 1 23

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

9 12 9 11

4 5 21 4 5 20 84

0 4

1 4

4 4 1 2 25

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

6
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σＬ22＝

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向

－

σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ －

周 方 向 － － －

－ σＬｘ４＝ －

σＬｘ４＝軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬ21＝

σＬ22＝

せ ん 断

せ ん 断 τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

τＬ３＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝

－

－

－

τＬｃ１＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ －

－

せ ん 断

－

軸 方 向

せ ん 断 －

－
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周 方 向 － －
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の
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類

地
震
の
方
向
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点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

－

－－ －－

－－

－

－

－

－

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）

－ －

－

－

－

－

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力
 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
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向
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応   力
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 3.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

6
6

－ － －

σＴ０＝

－ －

－ － －

σＴ０＝

－ － －

－ － －

－ － －

－

－ －

－

－ － －

－ － －

σＴｘ11＝σＴｘ４＝

－

－

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

－ －

σＴｘ４＝

－

σＴφ１＝

σＴφ１＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

6
7 応    力

周 方 向 65 － － 0 － 14 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 － 3 1 σＴ１１＝ 79

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 0 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 1 3 1 σＴ１２＝ 79

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 － 3 1 σＴ１１＝ 80

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 1 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 1 3 1 σＴ１２＝ 81

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 2 14 36
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0 0
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σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝σＴｘｒＨ＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝

周 方 向

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝周 方 向

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

せ ん 断

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

－ －

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－

－

－軸 方 向

－

－

－－

－

せ ん 断 －

周 方 向 －

－ －

－

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向 －

－－ －

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ －

せ ん 断 －

軸 方 向

周 方 向

軸 方 向

－

周 方 向 －

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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3.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － － － － －

－ － － － － － －

3 5 4 8 4 9 σＬｓ＝ 30

3 τＬｓ1＝ 5 5 9 4 9 σＬｓ＝ 30

3.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

11 1 2 σＴｓ＝ 13

12 τＴｓ1＝ 1 2 σＴｓ＝ 14

3.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力 3.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

401 － σＴｂ＝ 62 τＴｂ＝ 2

405 － σＴｂ＝ 71 τＴｂ＝ 2

3.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ －

－ －

－ 13

－ 14

6
9

τＳ＝

τＳ＝

地震の種類

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類 地 震 の 方 向 地 震 の 方 向

σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

地震の種類 地 震 の 方 向

地震の種類

σＬｓ１＝

地 震 の 方 向

σＬｓ１＝

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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3.4. 結  論（Ａ号機）

 3.4.1 固有周期

１次

２次

３次

４次

５次

 3.4.2 応    力

（単位：MPa）

－ － σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＬ１＝ 110 Ｓａ＝ 351

－ － σＬ２＝ 84 Ｓａ＝ 360

－ － σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＴ１＝ 81 Ｓａ＝ 351

－ － σＴ２＝ 119 Ｓａ＝ 360

SM400A － － σＬｓ＝ 30 fＬｔ＝ 192

SM400A － － σＴｓ＝ 14 fＴｔ＝ 207

－ － σＴｂ＝ 71 fＴｔｓ＝ 444
＊

SCM435

せ  ん  断 － － τＴｂ＝ 2 fＴｓｂ＝ 341

SM400A － － τＳ＝ 14 fＳｓｂ＝ 133

注記 ＊：ƒＴｔｓ＝Min[1.4・ƒＴｔｏ－1.6・τＴb， ƒＴｔｏ]より算出

モ  ー  ド
固  有  周  期

（ｓ）

卓  越

方  向

7
0

取付ボルト
（ラグ部）

取付ボルト
（振れ止め部）

シアーラグ

部     材

胴     板
（ラグ付根部）

胴     板
（振れ止め
  付根部）

ラ     グ

振れ止め

せ  ん  断

引　張　り

一次一般膜

一      次

一次＋二次

組  合  せ

引　張　り

組  合  せ

fＬｔｏ＝ 444

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
材     料 応     力

一次一般膜

σＬｂ＝ 405

一      次

一次＋二次

SCM435 － －

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

 4. 重大事故等対処設備　残留熱除去系熱交換器Ｂ号機

4.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

4.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 － 192

 

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ(シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 － 207 685 847 － 592 194 373 － 232

  

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊3：周囲環境温度で算出

6

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１ ｋＬｃ２ ｋＴｃ１ ｋＴｃ２

－ －
ＣＨ＝0.73

又は＊2

ＣＶ＝0.64

又は＊2

7
1

常設耐震／防止
常設／緩和

水平方向 鉛直方向

設 備 分 類
据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ｂ号機

原子炉建屋

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 1* 1 * 1 *1 * 1

＊

*1 * 1

＊ * 2 * 2 * 2 * 2 ＊

ＣＬ ２
l

*1*1

* 3 * 3 *3 * 3
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4.3 計 算 数 値（Ｂ号機）

 4.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ － －

－ －

－ －

－ － －

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝ σＬ０＝

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝

－ －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

7
2

－ － －

－ － －

σＬφ１＝ － － －

σＬφ１＝ －

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ
Ｗ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時) 鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時) 鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

7
3 応    力

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 3 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝σＬｘ７＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝

σＬｘ12＝σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬｘ11＝

σＬφ12＝

評
価
点

－

－ －

－

－ －

評
価
点

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力
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震
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向
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Ｓ
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向

地
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向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力 曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力
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点
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   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－ －

－ －

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

7 9 7 9

3 4 17 4 4 15 67

0 4

1 9

3 4 3 4 29

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

7 9 7 10

3 4 17 4 4 17 71

0 4

1 8

3 4 2 4 28

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

τＬ３＝ τＬｃ１＝

周 方 向 － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

－ σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝

σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

－ σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝
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鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力
組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ） 転倒モーメント

 に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力

周 方 向 － － － －

せ ん 断

軸 方 向 － －

－ －

－

－ － －

周 方 向 － － －

軸 方 向 －

せ ん 断 －

－

－ － －

－

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ） 転倒モーメント

 に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－

せ ん 断 －

－

軸 方 向 － － －

－

7
4
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鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

周 方 向 － －

鉛 直 方 向 荷 重
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 4.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝ σＴ０＝

― ― ―

σＴ０＝

― ― ―

σＴｘ４＝

― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝

－

－ － － －

－ － －

－ － －

－ － －

7
5

－ － －

－ － －

σＴφ１＝ ― ― ―

σＴφ１＝ ―

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

7
6 応    力

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 ― 2 1 σＴ１１＝ 81

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 6 2 1 σＴ１２＝ 84

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 ― 2 1 σＴ１１＝ 82

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 6 2 1 σＴ１２＝ 85

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝
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に よ る 応 力
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 3 15 40

2 1 3 4 15 38 117

0 3

1 3 15 40 4 31

2 1 3 4 15 38 6 16 177

0

1 3 17 45

2 1 3 4 16 43 129

0 3

1 3 17 45 4 28

2 1 3 4 16 43 6 15 185

0

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

周 方 向 －

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

周 方 向

組 合 せ 一 次
＋ 二 次 応 力
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 転倒モーメント
 に よ る 応 力
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7
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 4.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － － － － －

－ － － － － － －

3 5 4 7 4 7 σＬｓ＝ 26

3 τＬｓ1＝ 5 4 8 4 7 σＬｓ＝ 26

 4.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

12 25 14 σＴｓ＝ 50

14 τＴｓ1＝ 23 13 σＴｓ＝ 48

 4.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力  4.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

348 － σＴｂ＝ 210 τＴｂ＝ 35

352 － σＴｂ＝ 204 τＴｂ＝ 33

 4.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ －

－ －

－ 11

－ 12

τＳ＝

τＳ＝

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類 地 震 の 方 向

地震の種類 地 震 の 方 向 地震の種類 地 震 の 方 向

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ７＝

7
8

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｓ１＝

地震の種類 地 震 の 方 向

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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4.4. 結  論（Ｂ号機）

 4.4.1 固有周期

１次

２次

３次

４次

５次

６次

 4.4.2 応    力

（単位：MPa）

－ － σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＬ１＝ 108 Ｓａ＝ 351

－ － σＬ２＝ 71 Ｓａ＝ 360

－ － σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＴ１＝ 85 Ｓａ＝ 351

－ － σＴ２＝ 185 Ｓａ＝ 360

SM400A － － σＬｓ＝ 26 fＬｔ＝ 192

SM400A － － σＴｓ＝ 50 fＴｔ＝ 207

－ － σＴｂ＝ 211 fＴｔｏ＝ 444
＊

SCM435

せ  ん  断 － － τＴｂ＝ 35 fＴｓｂ＝ 341

SM400A － － τＳ＝ 12 fＳｓｂ＝ 133

注記 ＊：ƒＴｔｓ＝Min[1.4・ƒＴｔｏ－1.6・τＴb， ƒＴｔｏ]より算出

モ  ー  ド
固  有  周  期

（ｓ）

卓  越

方  向

fＬｔｏ＝ 444

取付ボルト
（振れ止め部）

引　張　り

シアーラグ せ  ん  断

－ σＬｂ＝ 352－

振れ止め 組  合  せ

取付ボルト
（ラグ部）

SCM435 引　張　り

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
応     力

ラ     グ 組  合  せ

部     材 材     料

一次一般膜

一      次

一次＋二次

7
9

胴     板
（振れ止め
  付根部）

胴     板
（ラグ付根部）

一次一般膜

一      次

一次＋二次

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，残留熱除去系ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的

機能を有していることを説明するものである。 

残留熱除去系ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基

準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-5 たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」

に基づき評価を行う。 

 2.1 構造計画 

   残留熱除去系ポンプの構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベー

スに固定され，ポン

プベースは基礎ボル

トで基礎に据え付け

る。 

ピットバレル形 

たて軸ポンプ 
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1
1
6
9
0 

2300 

（単位：mm） 

1
3
0 

ポンプベース 



 

3. 固有値解析及び構造強度評価 

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

残留熱除去系ポンプの構造はたて軸ポンプであるため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ

-2-1-13-5 たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に

基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱除去系ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 3-1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3-2 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

残留熱除去系ポンプの許容応力は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づ  

き表 3-3 及び表 3-4 のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

残留熱除去系ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 3-5 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3-6 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却

系統施設 

残留熱除去

設備 

残留熱除去系 

ポンプ 
Ｓ クラス２ポンプ＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却

系統施設 

残留熱除去

設備 

残留熱除去系 

ポンプ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-2 R0 

4
 



 

 

表 3－3 許容応力（クラス２，３ポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ） 

許容応力状態 

許容限界＊ 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金

については上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲

労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が

2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は行わない。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。) 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係

数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が

2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は行わない。 

注記 ＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び代表可能である場合は評価を省略する。 

 

5
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表 3－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。)

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

バレルケーシング 最高使用温度 182 173 373 － 

コラムパイプ 最高使用温度 182 173 373 － 

基礎ボルト 周囲環境温度 206 385 － 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 182 637 847 － 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 182 173 373 － 

原動機取付ボルト 
（

周囲環境温度 206 385 － 
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

バレルケーシング 最高使用温度 182 173 373 － 

コラムパイプ 最高使用温度 182 173 373 － 

基礎ボルト 周囲環境温度 206 385 － 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 182 637 847 － 

原動機台取付ボルト 最高使用温度 182 173 373 － 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 206 385 － 
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3.3 解析モデル及び諸元 

固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【残留熱除去系ポ

ンプの耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡ

ＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ

-5-1 計算機プログラム（解析コード）の概要・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。 

 

3.4 固有周期 

   固有値解析の結果を表 3-7 に，振動モード図を図 3-1 に示す。鉛直方向は，3 次モード以降

で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

 

表 3-7 固有値解析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 振動モード（１次モード 水平方向 0.066ｓ） 

モード 
固有周期 

（ｓ） 
卓越方向 

刺激係数 

Ｘ Ｙ 

1次 0.066 水平 -1.229 0.000 

2次 0.040 水平 － － 
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3.5 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ

-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 

地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表3－8に示す。 

 

表 3－8 設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
 基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

（%） 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平 鉛直 

原子炉建屋 

EL. －4.0＊1 
0.066

0.05 

以下＊2

ＣＨ＝0.58

又は＊3 
ＣＶ＝0.48 

ＣＨ＝0.87 

又は＊4 
ＣＶ＝0.90 1.0 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：固有値解析より，0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

＊4：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

 

N
T
2
補
③

 Ⅴ
-
2
-5
-
4
-1
-
2
 R
0
 

10 



 

 

4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

残留熱除去系ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

残留熱除去系ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性であ

るため，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。

機能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
ピットバレル形 

ポンプ 

水平 10.0 

鉛直 1.0 

原動機 
立形ころがり 

軸受電動機 

水平 2.5 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

残留熱除去系ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを

確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有して

いることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【残留熱除去系ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機 器 名 称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び

床面高さ（m）

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 

最高使用圧力 

（MPa） 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側

残留熱除去系 

ポンプ 
Ｓ 

原子炉建屋 

EL．－4.0＊1 0.066 0.05 以下＊2 ＣＨ＝0.58 

又は＊3 
ＣＶ＝0.48 

ＣＨ＝0.87 

又は＊4 
ＣＶ＝0.90 Ｃｐ＝0.05 182 1.52 3.50 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より，0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

＊4：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

1.2 機器要目 

(1) ボルト (2) バレルケーシング，コラムパイプ

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

予想最大両振幅

（μm） 

回転速度 

（min-1） 

Ｈｐ＝ Ｎ＝

部 材 
ｍｉ 

（kg） 

Ｄｉ 

（mm） 

Ａｂｉ 

（mm2） 
ｎｉ  ｎｆｉ 

Ｍｐ

（N･mm） 

Ｓｙｉ 

（MPa） 

Ｓｕｉ

（MPa） 

Ｆｉ

（MPa） 

Ｆｉ

（MPa） 
部 材 

Ｓ 

（MPa）

Ｓｙ

（MPa）

Ｓｕ

（MPa）

Ｄｃ

（mm）

ｔ 
（mm）

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
8 8 － 206＊2 385＊2 206 247 バレルケーシング － 173＊ 373＊ 1072.0 14.0

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
40 40 6.494×106 637＊1 847＊1 592 592 コラムパイプ － 173＊ 373＊ 409.6 32.0

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝3） 
8 8 6.494×106 173＊1 373＊1 173 208 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
8 8 6.494×106 206＊2 385＊2 206 247 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-2 R0 

1
3
 

＊ 

注記 ＊：最高使用温度で算出



 

 

1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力                                                    (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力 

部 材 

Ｍｉ（N･mm） Ｆｂｉ（N） Ｑｂｉ（N） 

部 材 

Ｍ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

弾性設計用

地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
バレルケーシング 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
コラムパイプ 

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝3） 
原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期               

モード 固有周期（s） 卓越方向 

１次 0.066 水平 

 

1.4.2 ボルトの応力                                  （単位：MPa）  1.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力        （単位：MPa） 

部 材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 

 
部 材 材料  

一次一般膜応力 
算出応力 許容応力

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力  
バレルケーシング  

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

59 173 

基 礎 ボ ル ト 

引張り － ƒｔｓ1＝154＊ σｂ1＝ 9 ƒｔｓ1＝185＊  基準地震動Ｓｓ 59 223 

せん断 τｂ1＝ 7 ƒｓｂ1＝118 τｂ1＝10 ƒｓｂ1＝142  
コラムパイプ  

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
23 173 

ポンプ取付ボルト  
引張り σｂ2＝ 2 ƒｔｓ2＝444＊ σｂ2＝ 6 ƒｔｓ2＝444＊  基準地震動Ｓｓ 24 223 

せん断 τｂ2＝ 3 ƒｓｂ2＝342 τｂ2＝ 4 ƒｓｂ2＝342  すべて許容応力以下である。 

原動機台取付ボルト 
引張り σｂ3＝ 8 ƒｔｓ3＝130＊ σｂ3＝18 ƒｔｓ3＝156＊ 

 

 

せん断 τｂ3＝ 7 ƒｓｂ3＝100 τｂ3＝10 ƒｓｂ3＝120 

原動機取付ボルト 
引張り σｂ4＝ 6 ƒｔｓ4＝154＊ σｂ4＝16 ƒｔｓ4＝185＊ 

せん断 τｂ4＝ 6 ƒｓｂ4＝118 τｂ4＝ 8 ƒｓｂ4＝142 

すべて許容応力以下である。      注記 ＊： ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ， ƒｔｏi]より算出  
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1.4.4 動的機能維持の評価結果 

1.4.4.1 機能確認済加速度との比較            (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 0.72＊1 10.0 

鉛直方向 0.75＊2 1.0 

原動機 
水平方向 0.72＊1 2.5 

鉛直方向 0.75＊2 1.0 

注記 ＊1：水平方向評価用加速度はコラム先端の応答加速度又は1.0ZPA のうちいずれか大きい値。 

   ＊2：鉛直方向評価用加速度は 1.0ZPA。 

 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標（mm） 

x y z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 
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（続き） 

節点番号 
節点座標（mm） 

x y z 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 

80 

81 

82 

83 

84 

85 

86 

87 

88 

89 

90 

91 

92 

93 
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(2) 要素の断面性状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点

番号 

材料 

番号 

断面積 

 

（mm2） 

断面二次 

モーメント 

（mm4） 

断面二次 

極モーメント 

（mm4） 

1 1-2 1 1.198×107 2.397×107 

2 2-3 1 1.198×107 2.397×107 

3 3-4 1 1.198×107 2.397×107 

4 4-5 1 1.198×107 2.397×107 

5 5-6 1 1.198×107 2.397×107 

6 6-7 1 1.198×107 2.397×107 

7 7-8 1 1.198×107 2.397×107 

8 8-9 1 1.198×107 2.397×107 

9 9-10 1 1.198×107 2.397×107 

10 10-11 1 1.198×107 2.397×107 

11 11-12 1 1.198×107 2.397×107 

12 12-13 1 1.198×107 2.397×107 

13 13-14 1 1.198×107 2.397×107 

14 14-15 1 1.198×107 2.397×107 

15 15-16 1 1.198×107 2.397×107 

16 16-17 1 1.198×107 2.397×107 

17 17-18 1 1.198×107 2.397×107 

18 18-19 1 1.198×107 2.397×107 

19 19-20 1 1.198×107 2.397×107 

20 20-21 1 1.198×107 2.397×107 

21 21-22 1 1.780×107 3.561×107 

22 22-23 1 1.780×107 3.561×107 

23 23-24 1 1.780×107 3.561×107 

24 24-25 1 1.780×107 3.561×107 

25 25-26 1 1.886×107 3.771×107 

26 26-27 1 1.886×107 3.771×107 

27 27-28 4 1.194×108 2.388×108 

28 28-29 6 7.187×106 1.437×107 

29 29-30 6 2.485×107 4.970×107 

30 30-31 6 1.018×107 2.036×107 

31 32-33 2 1.971×108 3.943×108 

32 33-34 2 1.008×109 2.016×109 

33 34-35 2 1.008×109 2.016×109 

34 35-36 2 1.008×109 2.016×109 

35 36-37 2 1.008×109 2.016×109 

36 37-38 2 1.008×109 2.016×109 

37 38-39 2 1.008×109 2.016×109 

38 39-40 2 1.008×109 2.016×109 

39 40-41 2 1.008×109 2.016×109 

40 41-42 2 1.008×109 2.016×109 

41 42-43 2 1.008×109 2.016×109 

42 43-44 2 1.008×109 2.016×109 

43 44-45 2 1.008×109 2.016×109 

44 45-46 2 1.008×109 2.016×109 

45 46-47 2 1.008×109 2.016×109 

46 47-48 2 1.008×109 2.016×109 

47 48-49 2 1.008×109 2.016×109 

48 49-50 2 1.008×109 2.016×109 

49 50-51 2 1.008×109 2.016×109 
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（続き） 

 断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点

番号 

材料 

番号 

断面積 

 

（mm2） 

断面二次 

モーメント 

（mm4） 

断面二次 

極モーメント 

（mm4） 

50 51-52 2 1.008×109 2.016×109 

51 52-53 2 1.008×109 2.016×109 

52 53-54 3 1.088×109 2.176×109 

53 54-55 3 1.088×109 2.176×109

54 55-56 3 1.088×109 2.176×109

55 56-57 3 1.088×109 2.176×109

56 57-58 3 2.404×108 4.808×108 

57 57-89 3 1.088×109 2.176×109

58 59-60 3 7.043×109 1.409×1010

59 60-61 3 7.043×109 1.409×1010 

60 61-62 3 7.043×109 1.409×1010 

61 62-63 3 7.043×109 1.409×1010

62 63-64 3 7.043×109 1.409×1010

63 64-65 3 7.043×109 1.409×1010

64 65-66 3 7.043×109 1.409×1010

65 66-67 3 7.043×109 1.409×1010

66 67-68 3 7.043×109 1.409×1010

67 68-69 3 7.043×109 1.409×1010

68 69-70 3 7.043×109 1.409×1010

69 70-71 3 7.043×109 1.409×1010 
70 71-72 3 7.043×109 1.409×1010

71 72-73 3 7.043×109 1.409×1010

72 73-74 3 7.043×109 1.409×1010

73 74-75 3 7.043×109 1.409×1010

74 75-76 3 7.043×109 1.409×1010

75 76-77 3 7.043×109 1.409×1010

76 77-78 3 7.043×109 1.409×1010

77 78-79 3 7.043×109 1.409×1010

78 79-80 3 7.043×109 1.409×1010

79 80-81 3 7.043×109 1.409×1010

80 81-82 3 7.043×109 1.409×1010

81 82-83 3 7.043×109 1.409×1010

82 83-84 3 1.665×1010 3.329×1010 

83 85-86 5 1.463×1012 2.926×1012 

84 86-87 3 5.625×1011 1.125×1012 

85 87-88 3 3.924×1010 7.848×1010 

86 88-89 3 3.924×1010 7.848×1010 

87 89-90 5 1.090×1010 2.180×1010

88 90-91 6 4.847×109 9.694×109 

89 91-92 6 4.847×109 9.694×109 

90 92-93 6 6.277×109 1.255×1010 
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   (3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

2 34 

4 36 

6 38 

8 40 

10 42 

12 44 

14 46 

16 48 

18 50 

20 52 

26 58 

29 91 

30 92 

33 62 

30 92 

84 86 

84 86 
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

（kg） 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 
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（続き） 

節点番号 
質量 

（kg） 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 

80 

81 

82 

83 

84 

85 

86 

87 

88 

89 

90 

91 

92 

93 
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(5) 材料物性値 

材料番号 
温度 

（℃）

縦弾性係数 

（MPa） 

質量密度 

（kg/mm3） 

ポアソン比 

（ － ） 
材質 部位 

1 182 1.89×105 0.3 ポンプ 

2 182 1.91×105 0.3 ポンプ 

3 182 1.92×105 0.3 ポンプ 

4 1.99×105 0.3 原動機 

5 2.00×105 0.3 原動機 

6 1.99×105 0.3 原動機 
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NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-2 R0 
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Ｄ２ Ｄ１Ｄ３ Ｄ４ 

基礎ボルトポンプ取付ボルト原動機台取付ボルト 原動機取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 Ｂ～Ｂ矢視図 Ｃ～Ｃ矢視図 Ｄ～Ｄ矢視図

１ 

１２ 

９ 

８ 

７ 

５ 

６ 

２ 

４ 

３ 

１０ 

１３ 

４１ 

１１ 

１４ 

３８ 

４２ 

３９ 

４０ 

３６ 

２４ 

２５ 

２７ 

１９ 

２９ 

３０ 

３１ 

３２ 

３４ 

３３ 

３７ 

３５ 

２６ 

Ａ Ａ 

１
３

０
 

Ｂ Ｂ 

Ｃ Ｃ 
Ｄ Ｄ 

１８ 

２８ 

１７ 

１６ 

１５ 

２３ 
２２ 

２１ 

２０ 

原動機台取付ボルト 

原動機取付ボルト 

コラムパイプ 

バレルケーシング 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

４３ 

４４ 

４５ 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

５０ 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 
５５ 
５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

６４ 

６５ 

６６ 

６７ 

６８ 

６９ 

７０ 

７１ 

７２ 

７３ 

７４ 

７５ 

７６ 

７７ 

７８ 

７９ 

８０ 

８１ 

８２ 

８３ 

８４ ８５ 
８６ 

８７ 

８８ 
８９ 

９０ 
９１ 

９２ 

９３ 

ｚ 
ｘ 

ｙ 



 

【残留熱除去系ポンプの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故対処設備 

2.1 設計条件 

機 器 名 称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ（m）

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 

最高使用圧力

（MPa） 

水平方向 鉛直方向
水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側

残留熱除去系 

ポンプ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

EL．－4.0＊1 
0.066 0.05 以下＊2 － － 

ＣＨ＝0.87 

又は＊3 
ＣＶ＝0.90 Ｃｐ＝0.05 182 1.52 3.50

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より，0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

 

2.2 機器要目 

(1) ボルト                                                          (2) バレルケーシング，コラムパイプ 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 
 

予想最大両振幅 
（μm） 

回転速度 

（min-1） 

Ｈｐ＝ Ｎ＝

 

部 材 
ｍｉ 

（kg） 

Ｄｉ 

（mm） 

Ａｂｉ 

（mm2） 
ｎｉ  ｎｆｉ 

Ｍｐ 

（N･mm）

Ｓｙｉ 

（MPa） 

Ｓｕｉ 

（MPa） 

Ｆｉ 

（MPa） 

Ｆｉ 

（MPa） 
部 材 

Ｓ 

（MPa）

Ｓｙ

（MPa）

Ｓｕ

（MPa）

Ｄｃ

（mm）
ｔ 

（mm）

 
基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
8 8 － 206＊2

 385＊2 － 247 バレルケーシング － 173＊ 373＊ 1072.0 14.0

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
40 40 6.494×106 637＊1 847＊1 － 592 コラムパイプ － 173＊ 373＊ 409.6 32.0

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝3） 
8 8 6.494×106 173＊1 373＊1 － 208 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
8 8 6.494×106 206＊2 385＊2 － 247 
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＊ 

注記 ＊：最高使用温度で算出 



 

2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力                                                   (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力 

部 材 

Ｍｉ（N･mm) Ｆｂｉ（N） Ｑｂｉ（N） 

部 材 

Ｍ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

弾性設計用

地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） 
－ － － バレルケーシング － 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ － － コラムパイプ － 

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝3） 
－ － － 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝4） 
－ － － 

 
2.4 結論 

2.4.1 固有周期               

モード 固有周期（s） 卓越方向 

１次 0.066 水平 

 

2.4.2 ボルトの応力                                  （単位：MPa）  2.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力       （単位：MPa） 

部 材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 

 部 材 材料 
 一次一般膜応力 

 算出応力 許容応力

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力  
バレルケーシング  

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

－ － 

基 礎 ボ ル ト 

引張り － － σｂ1＝ 9 ƒｔｓ1＝185＊ 基準地震動Ｓｓ 59 223 

せん断 － － τｂ1＝10 ƒｓｂ1＝142 
コラムパイプ  

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 － － 

ポンプ取付ボルト  
引張り － － σｂ2＝ 6 ƒｔｓ2＝444＊ 基準地震動Ｓｓ 24 223 

せん断 － － τｂ2＝ 4 ƒｓｂ2＝342  すべて許容応力以下である。 

原動機台取付ボルト 
引張り － － σｂ3＝18 ƒｔｓ3＝156＊ 

 

 

せん断 － － τｂ3＝10 ƒｓｂ3＝120 

原動機取付ボルト 
引張り － － σｂ4＝16 ƒｔｓ4＝185＊ 

せん断 － － τｂ4＝ 8 ƒｓｂ4＝142  

すべて許容応力以下である。        注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]より算出  
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2.4.4 動的機能維持の評価結果 

2.4.4.1 機能確認済加速度との比較            (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 0.72＊1 10.0 

鉛直方向 0.75＊2 1.0 

原動機 
水平方向 0.72＊1 2.5 

鉛直方向 0.75＊2 1.0 

注記 ＊1：水平方向評価用加速度はコラム先端の応答加速度又は1.0ZPA のうちいずれか大きい値。 

   ＊2：鉛直方向評価用加速度は 1.0ZPA。 

 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標（mm） 

x y Z 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

 

28 

N
T
2
補
③

 Ⅴ
-
2
-5
-
4
-1
-
2
 R
0
 



 

（続き） 

節点番号 
節点座標（mm） 

x y z 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 

80 

81 

82 

83 

84 

85 

86 

87 

88 

89 

90 

91 

92 

93 
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(2) 要素の断面性状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

 

（mm2） 

断面二次 

モーメント 

（mm4） 

断面二次 

極モーメント 

（mm4） 

1 1-2 1 1.198×107 2.397×107 

2 2-3 1 1.198×107 2.397×107 

3 3-4 1 1.198×107 2.397×107 

4 4-5 1 1.198×107 2.397×107 

5 5-6 1 1.198×107 2.397×107 

6 6-7 1 1.198×107 2.397×107 

7 7-8 1 1.198×107 2.397×107 

8 8-9 1 1.198×107 2.397×107 

9 9-10 1 1.198×107 2.397×107 

10 10-11 1 1.198×107 2.397×107 

11 11-12 1 1.198×107 2.397×107 

12 12-13 1 1.198×107 2.397×107 

13 13-14 1 1.198×107 2.397×107 

14 14-15 1 1.198×107 2.397×107 

15 15-16 1 1.198×107 2.397×107 

16 16-17 1 1.198×107 2.397×107 

17 17-18 1 1.198×107 2.397×107 

18 18-19 1 1.198×107 2.397×107 

19 19-20 1 1.198×107 2.397×107 

20 20-21 1 1.198×107 2.397×107 

21 21-22 1 1.780×107 3.561×107 

22 22-23 1 1.780×107 3.561×107 

23 23-24 1 1.780×107 3.561×107 

24 24-25 1 1.780×107 3.561×107 

25 25-26 1 1.886×107 3.771×107 

26 26-27 1 1.886×107 3.771×107 

27 27-28 4 1.194×108 2.388×108 

28 28-29 6 7.187×106 1.437×107 

29 29-30 6 2.485×107 4.970×107 

30 30-31 6 1.018×107 2.036×107 

31 32-33 2 1.971×108 3.943×108 

32 33-34 2 1.008×109 2.016×109 

33 34-35 2 1.008×109 2.016×109 

34 35-36 2 1.008×109 2.016×109 

35 36-37 2 1.008×109 2.016×109 

36 37-38 2 1.008×109 2.016×109 

37 38-39 2 1.008×109 2.016×109 

38 39-40 2 1.008×109 2.016×109 

39 40-41 2 1.008×109 2.016×109 

40 41-42 2 1.008×109 2.016×109 

41 42-43 2 1.008×109 2.016×109 

42 43-44 2 1.008×109 2.016×109 

43 44-45 2 1.008×109 2.016×109 

44 45-46 2 1.008×109 2.016×109 

45 46-47 2 1.008×109 2.016×109 

46 47-48 2 1.008×109 2.016×109 

47 48-49 2 1.008×109 2.016×109 

48 49-50 2 1.008×109 2.016×109 

49 50-51 2 1.008×109 2.016×109 
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（続き） 

 断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点

番号 

材料 

番号 

断面積 

 

（mm2） 

断面二次 

モーメント 

（mm4） 

断面二次 

極モーメント 

（mm4） 

50 51-52 2 1.008×109 2.016×109 

51 52-53 2 1.008×109 2.016×109 

52 53-54 3 1.088×109 2.176×109 

53 54-55 3 1.088×109 2.176×109

54 55-56 3 1.088×109 2.176×109

55 56-57 3 1.088×109 2.176×109

56 57-58 3 2.404×108 4.808×108 

57 57-89 3 1.088×109 2.176×109

58 59-60 3 7.043×109 1.409×1010

59 60-61 3 7.043×109 1.409×1010 

60 61-62 3 7.043×109 1.409×1010 

61 62-63 3 7.043×109 1.409×1010

62 63-64 3 7.043×109 1.409×1010

63 64-65 3 7.043×109 1.409×1010

64 65-66 3 7.043×109 1.409×1010

65 66-67 3 7.043×109 1.409×1010

66 67-68 3 7.043×109 1.409×1010

67 68-69 3 7.043×109 1.409×1010

68 69-70 3 7.043×109 1.409×1010

69 70-71 3 7.043×109 1.409×1010

70 71-72 3 7.043×109 1.409×1010

71 72-73 3 7.043×109 1.409×1010

72 73-74 3 7.043×109 1.409×1010

73 74-75 3 7.043×109 1.409×1010

74 75-76 3 7.043×109 1.409×1010

75 76-77 3 7.043×109 1.409×1010

76 77-78 3 7.043×109 1.409×1010

77 78-79 3 7.043×109 1.409×1010

78 79-80 3 7.043×109 1.409×1010

79 80-81 3 7.043×109 1.409×1010

80 81-82 3 7.043×109 1.409×1010

81 82-83 3 7.043×109 1.409×1010

82 83-84 3 1.665×1010 3.329×1010 

83 85-86 5 1.463×1012 2.926×1012 

84 86-87 3 5.625×1011 1.125×1012 

85 87-88 3 3.924×1010 7.848×1010 

86 88-89 3 3.924×1010 7.848×1010 

87 89-90 5 1.090×1010 2.180×1010

88 90-91 6 4.847×109 9.694×109 

89 91-92 6 4.847×109 9.694×109 

90 92-93 6 6.277×109 1.255×1010 
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   (3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

2 34 

4 36 

6 38 

8 40 

10 42 

12 44 

14 46 

16 48 

18 50 

20 52 

26 58 

29 91 

30 92 

33 62 

30 92 

84 86 

84 86  
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

（kg） 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

33 

N
T
2
補
③

 Ⅴ
-
2
-5
-
4
-1
-
2
 R
0
 



 

（続き） 

節点番号 
質量 

（kg） 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 

80 

81 

82 

83 

84 

85 

86 

87 

88 

89 

90 

91 

92 

93 
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(5) 材料物性値 

材料番号 
温度 

（℃）

縦弾性係数 

（MPa） 

質量密度 

（kg/mm3） 

ポアソン比 

（ － ） 
材質 部位 

1 182 1.89×105 7.74×10-6 0.3 ポンプ 

2 182 1.91×105 7.85×10-6 0.3 ポンプ 

3 182 1.92×105 7.86×10-6 0.3 ポンプ 

4 1.99×105 7.85×10-6 0.3 原動機 

5 2.00×105 7.86×10-6 0.3 原動機 

6 1.99×105 7.86×10-6 0.3 原動機 
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Ｄ２ Ｄ１Ｄ３ Ｄ４ 

基礎ボルトポンプ取付ボルト原動機台取付ボルト 原動機取付ボルト 

Ａ～Ａ矢視図 Ｂ～Ｂ矢視図 Ｃ～Ｃ矢視図 Ｄ～Ｄ矢視図

１ 

１２ 

９ 

８ 

７ 

５ 

６ 

２ 

４ 

３ 

１０ 

１３ 

４１ 

１１ 

１４ 

３８ 

４２ 

３９ 

４０ 

３６ 

２４ 

２５ 

２７ 

１９ 

２９ 

３０ 

３１ 

３２ 

３４ 

３３ 

３７ 

３５ 

２６ 

Ａ Ａ 

１
３

０
 

Ｂ Ｂ 

Ｃ Ｃ 
Ｄ Ｄ 

１８ 

２８ 

１７ 

１６ 

１５ 

２３ 
２２ 

２１ 

２０ 

原動機台取付ボルト 

原動機取付ボルト 

コラムパイプ 

バレルケーシング 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

４３ 

４４ 

４５ 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

５０ 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 
５５ 
５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

６４ 

６５ 

６６ 

６７ 

６８ 

６９ 

７０ 

７１ 

７２ 

７３ 

７４ 

７５ 

７６ 

７７ 

７８ 

７９ 

８０ 

８１ 

８２ 

８３ 

８４ ８５ 
８６ 

８７ 

８８ 
８９ 

９０ 

９１ 

９２ 

９３ 

ｚ 
ｘ 

ｙ 
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3. 評価部位 

残留熱除去系ストレーナの取付け状況，形状及び主要寸法を図 3－1，図 3－2 に示し，ディス

クセット幅，スペーサ内径，ロングフィンガ長さ及びショートフィンガ長さを表 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 残留熱除去系ストレーナの取付け状況 

  

Ａ～Ａ断面図 

原子炉格納容器底部 

ストレーナ 

原子炉格納容器シェル部 

Ｘ（軸直角方向（水平）） 

Ｚ（軸直角方向（鉛直）） 

EL.  m 

原子炉格納容器シェル部 

ストレーナ 

ストレーナ 

Ａ Ａ 

Ｘ（軸直角方向（水平）） 

Ｙ（軸方向） 
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4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルの概要を以下に示す。 

 

(1) 残留熱除去系ストレーナの応力評価は，はりモデル及び三次元シェルモデルによる有

限要素解析手法を適用する。なお，ストレーナ本体の応力計算に用いた三次元シェル

モデル（以下「応力解析用モデル」という。）については，4.6.2 項 応力計算方法

で説明することとし，ここではストレーナから原子炉格納容器までをモデル化した二

次元はりモデル（以下「応答解析用モデル」という。）について説明する。 

(2) 4.2.4 項 設計荷重のとおり，応答解析用モデルではストレーナから原子炉格納容器

までの連成モデルを用いて解析を行い，固有値及び各部の反力を算出する。応答解析

用モデルについて図 4－3に，機器の諸元について表 4－11 に示す。 

ストレーナについてはリブ等の補強材を有しており，構造上十分に剛であるため，剛

体としてモデル化している。表 4－11 に記載の材質はストレーナ部ティー及び貫通部

スリーブの材質を示す。 

(3) 本設備はサプレッション・プールに水没している機器であるため，内包水及び排除水

の影響を加味し，ストレーナ質量に含んでいる。 

(4) 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値及び荷重を求める。な

お，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類

「Ⅴ-5-1 計算機プログラム（解析コード）の概要 ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示

す。 

 

図 4－3 応答解析用モデル 
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表 4－11 機器諸元 

項目 単位 入力値 

材質 － 

ストレーナ質量 kg/個 

温度 ℃ 104.5 

縦弾性係数 MPa 

ポアソン比 － 

要素数 個 

節点数 個 

 

 

4.4 固有周期 

応答解析用モデルによる固有値解析の結果を表 4－12に示す。 

1 次モードは水平方向に卓越し，固有周期が ，2 次モードは水平方向に卓越し，固

有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。また，鉛直方向は 3 次モード以降で

卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

 

表 4－12 固有値解析結果 

モード 
固有周期 

(s) 
卓越方向 

刺激係数 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 次 水平  

2 次 水平 - - - 

 

 

 

図 4－4 振動モード（1次モード  ｓ） 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－13 及び表 4－14 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類

「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。また，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-

6 地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

なお，図 3－1に示すように，ストレーナの軸方向には水平方向の震度，軸直角方向には水

平方向及び鉛直方向の震度が作用するため，軸方向及び軸直角方向に作用する地震力を表 4

－15に示す。 

 

表 4－13 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊1：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

   ＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

   ＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

   ＊4：溶接構造物に適用される減衰定数の値 

 

表 4－14 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

注記 ＊1：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

   ＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

   ＊3：溶接構造物に適用される減衰定数の値 

 

表 4－15 ストレーナに作用する地震力 

取付け位置 EL.  m 

地震荷重 軸方向震度 軸直角方向震度 

Ｓｄ* 1.31 1.40 

Ｓｓ 2.21 2.39 

注 ：方向は図3－1参照。 

ただし，軸直角方向震度については，二乗和平方根としている。

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
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方向 
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水平方向 
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設計震度 

水平 

方向 
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4. 6. 2 応力計算方法

応力計算方法について， 以下に示す。 なお，

ついては作用する荷重についても本項目で記載する。

フランジ及びストレ ー ナ取付部ボルトに

(1) ストレ ー ナ（応力評価点Pl'"'--'P6)

残留熱除去系ストレー ナの計算モデルを図4 6に， 機器の諸元を表4 17に示す。 ま

た， 計算モデルの各部材は溶接により接合されており， 溶接部は健全性が確保されるよ

う設計する。

なお， 多孔プレートの等価縦弾性係数， 等価ポアソン比及び応力増倍率は， 引用文献

(2)の考え方に見づき設定した。

m-1

 S
-
1

—

t
|
g
—

5
—

A

図4-6 残留熱除去系ストレ ー ナの計算モデル
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図 4－9 各ボルトに発生する軸力とモーメントアームの関係 

 

また，ボルト軸力のＺ軸まわりのモーメント寄与分は中立軸上ではゼロであり，図 4－9

に示すように，曲げモーメントを伝えるボルトの軸力は回転中心からの距離に比例して変

化するとして算定する。この場合，ボルトに発生する最大の軸力をＦｔとすると，各ボルト

に発生する軸力Ｆｔｋは下記となる。 

５

k
tk tＦ ＝Ｆ ・

Ｄ／2
 

ここに，Ｆｔ ：最大の軸力が発生するボルトの軸力（N） 

Ｆｔｋ ：各ボルトに発生する軸力（N） 

Ｄ５ ：ボルト孔中心円直径＝ （mm） 

以上より，ｎが偶数の場合，Ｚ軸まわりのモーメントは下記となる。 
ｎ

2 ５

k 1５

tt
Z k

Ｆ ・Ｄ・ｎ2 ・Ｆ
Ｍ ＝ ・ ＝

Ｄ 4
 

ただし， ５
k

Ｄ 2 ・π
＝ ・sin{ ・(ｋ－1)}

2 ｎ
 

よって，表 4－18 に示すモーメントから，ボルトの軸力は以下のように算出できる。 

５

fmax
t

4・Ｍ
Ｆ ＝

Ｄ・ｎ
 

したがって，ボルトに発生する応力は下記となる。 

・ｎＡ

Ｆ
＋

Ａ

Ｆ
＝ｆ

S

axl

S

t
t  

ここに，ｆｔ ：ボルトの発生応力（MPa） 

ＡＳ ：ボルトの有効断面積＝
4

π・ｄ 2
b

（mm2） 

ｄｂ ：ボルトのねじ部谷径＝ （mm） 

Ｆａｘｌ ：表 4－19 に示す軸方向荷重（N）  

Ｙ 

Ｘ Ｚ 
Ｆｔ 

Ｆｔｋ 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ⅴ-2-1-12-1 配管及び支持

構造物の耐震計算について」及び「Ⅴ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本

方針」に基づき，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的

機能を有していることを説明するものである。 

評価結果記載方法は以下に示す通りである。 

 (1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析

モデル単位に記載する。また，全２４モデルのうち，各応力区分における最大応力評価

点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及

び評価結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を 4.2.4 に記載

する。 

 (2) 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評

価結果を代表として記載する。 

 (3) 弁 

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代

表として評価結果を記載する。 
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